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(57)【要約】
【課題】可撓性であって湾曲に追従できて皺やクラック
を生じず、発光波長３４０～５００ｎｍ程度の波長の高
輝度光の反射率が高く、さらに熱伝導性に優れ、その高
輝度光が照射されても経時的に黄変したり劣化したりせ
ず、耐光性、耐熱性、耐候性、難燃性に優れ、化学的に
安定で、しかも繰り返し湾曲のような機械的応力にも安
定で、白色のまま長期間維持できるうえ、金属や樹脂へ
の接着性に優れ、配線基板を被覆するために簡便に形成
できて、生産効率が高く、安価に製造できる汎用性の可
撓性反射基材を提供する。
【解決手段】可撓性反射基材１０は、可撓性支持体上で
接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それ
よりも高屈折率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ
含有されて形成された可撓性膜状反射層１１と、前記可
撓性支持体とを有している可撓性反射基材であって、反
射率が波長５５０ｎｍで９０％以上である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性支持体上で接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折
率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ含有されて形成された１～２０００μｍの厚さ
の可撓性膜状反射層と、前記可撓性支持体とを有している可撓性反射基材であって、
　前記可撓性膜状反射層が、前記可撓性支持体に付されたカバーコート、又は前記可撓性
支持体に貼付されたカバーレイフィルムであって、シリコーンゴム原材料に前記接着成分
と前記白色無機フィラー粉末とが分散されつつ含有された原材料組成物の硬化物であり、
　前記シリコーンゴムが、前記接着成分が分散されつつ含有されて架橋されており、
　前記可撓性膜状反射層が、ゴム硬度をショアＡ硬度で１０以上、かつ、ショアＤ硬度で
５０以下としており、
　前記可撓性支持体が、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート
樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポリフェニレンサルフ
ァイド樹脂、アラミド樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、液晶
ポリマー、ポリエーテルサルフォン樹脂、エポキシ樹脂、及びシクロオレフィン樹脂から
選ばれる少なくとも何れかのプラスチックで形成されているプラスチックフィルム；又は
金属薄膜であり、
　前記白色無機フィラー粉末が、Ａｌ、Ａｌ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉ
Ｏ２で表面処理されて被覆されている酸化チタンを含んでおり、
　反射率が波長５５０ｎｍで９０％以上であることを特徴とする可撓性反射基材。
【請求項２】
　前記シリコーンゴム中に残留して含まれる、シロキシ基繰返単位を４～１０とする低分
子量ポリシロキサンが、最大で３００ｐｐｍであること特徴とする請求項１に記載の可撓
性反射基材。
【請求項３】
　前記酸化チタンが、前記シリコーンゴム１００質量部に対し３０～３００質量部である
ことを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項４】
　１５０℃で１０００時間加熱前後での波長４６０ｎｍ～７８０ｎｍの全範囲で反射率が
少なくとも８５％であることを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項５】
　前記シリコーンゴムが、非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含んでいる
ことを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項６】
　前記原材料組成物が、液状又はグリース状若しくは塑性であることを特徴とする請求項
１に記載の可撓性反射基材。
【請求項７】
　前記原材料組成物が、加熱によって失活又は揮発する反応抑制剤を含むことを特徴とす
る請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項８】
　前記可撓性膜状反射層が、それに含有されている前記シリコーンゴムによって、シラン
カップリング剤を介することによって、及び／又はシリコーンゴム製接着剤を介すること
によって、前記可撓性支持体に接着して付されていることを特徴とする請求項１に記載の
可撓性反射基材。
【請求項９】
　前記可撓性支持体が、導電パターンを表面に付したプラスチックフィルムであることを
特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項１０】
　前記シロキシ基繰返単位を４～１０とする低分子量ポリシロキサンが、環状低分子量ポ
リシロキサンであることを特徴とする請求項２に記載の可撓性反射基材。
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【請求項１１】
　前記シリコーンゴムが、屈折率を１．３５以上、１．６５未満とすることを特徴とする
請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項１２】
　前記接着成分が、シランカップリング剤である接着性付与成分であることを特徴とする
請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項１３】
　前記白色無機フィラー粉末が、アルミナ、硫酸バリウム、マグネシア、チッ化アルミニ
ウム、チッ化ホウ素、チタン酸バリウム、カオリン、タルク、炭酸カルシウム、酸化亜鉛
、シリカ、マイカ粉、粉末ガラス、粉末ニッケル及び粉末アルミニウムから選ばれる少な
くとも１種の光反射剤を含むことを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項１４】
　前記酸化チタンが、シランカップリング処理されてシリコーンゴム中に分散されたもの
であることを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項１５】
　前記白色無機フィラー粉末が、前記酸化チタンからなることを特徴とする請求項１に記
載の可撓性反射基材。
【請求項１６】
　前記白色無機フィラー粉末が、平均粒径０．０５～５０μｍであって、前記シリコーン
ゴム中に、２～８０質量％含有されていることを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射
基材。
【請求項１７】
　前記可撓性膜状反射層に、前記白色無機フィラー粉末と蛍光体とが分散されつつ含有さ
れていることを特徴とする請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項１８】
　前記可撓性膜状反射層が、発光素子、発光装置及び光電変換素子の何れかの背面、外周
及び／又は導光材反射面に、配置されていることを特徴とする請求項１に記載の可撓性反
射基材。
【請求項１９】
　金属層と、前記可撓性支持体との間に、前記可撓性膜状反射層を有することを特徴とす
る請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項２０】
　前記可撓性膜状反射層と対向する側の前記可撓性支持体に金属層を有することを特徴と
する請求項１に記載の可撓性反射基材。
【請求項２１】
　前記可撓性膜状反射層と前記金属層の間にガスバリア層を有することを特徴とする請求
項２０に記載の可撓性反射基材。
【請求項２２】
　可撓性支持体上で接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折
率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ含有されて形成された可撓性膜状反射層と、前
記可撓性支持体とを有している請求項１～２１の何れかに記載の可撓性反射基材を製造す
る方法であって、
三次元架橋したシリコーンゴムへと架橋させるシリコーンゴム原材料に、Ａｌ、Ａｌ２Ｏ

３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２で表面処理されて被覆されている酸化チタン
を含む、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の前記白色無機フィラー粉末と、前記シリコ
ーンゴムと架橋する接着成分とを分散させて含有させた原材料組成物とした後、
　ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、ポリアクリロニ
トリル樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、アラミド
樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、液晶ポリマー、ポリエーテ
ルサルフォン樹脂、エポキシ樹脂、及びシクロオレフィン樹脂から選ばれる少なくとも何
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れかのプラスチックで形成されているプラスチックフィルム；又は金属薄膜である可撓性
支持体を用い、
　前記原材料組成物を膜状に付して三次元架橋させることにより、前記可撓性支持体に付
したカバーコート、又は前記原材料組成物を三次元架橋させて膜状にしたものを前記可撓
性支持体に貼付してカバーレイフィルムとなし、
　ゴム硬度をショアＡ硬度で１０以上、かつ、ショアＤ硬度で５０以下としており、１～
２０００μｍの厚さの可撓性膜状反射層とする、反射率が波長５５０ｎｍで９０％以上で
ある可撓性反射基材を製造する方法。
【請求項２３】
　可撓性支持体上で接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折
率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ含有されて形成された可撓性膜状反射層と、前
記可撓性支持体とを有している請求項１～２１の何れかに記載の可撓性反射基材に用いる
原材料組成物であって、
　重合性シリコーンゴムの原材料と、前記シリコーンゴムの原材料を三次元架橋させる架
橋剤と、Ａｌ、Ａｌ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２で表面処理されて被
覆されている酸化チタンを含む、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の白色無機フィラー
粉末と、前記シリコーンゴムと架橋する接着成分とが含まれた液状又はグリース状若しく
は塑性の原材料組成物であり、
　前記可撓性膜状反射層が、ゴム硬度をショアＡ硬度で１０以上、かつ、ショアＤ硬度で
５０以下としており、前記可撓性支持体が、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチ
レンテレフタレート樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポ
リフェニレンサルファイド樹脂、アラミド樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテ
ルイミド樹脂、液晶ポリマー、ポリエーテルサルフォン樹脂、エポキシ樹脂、及びシクロ
オレフィン樹脂から選ばれる少なくとも何れかのプラスチックで形成されているプラスチ
ックフィルム；又は金属薄膜であり、前記可撓性膜状反射層が１～２０００μｍの厚さで
前記可撓性支持体に付されたカバーコート、又は前記可撓性支持体に貼付されたカバーレ
イフィルムであり、反射率が波長５５０ｎｍで９０％以上である、可撓性反射基材を形成
するために用いられる原材料組成物。
【請求項２４】
　加熱によって失活又は揮発する反応抑制剤が含まれていることを特徴とする請求項２３
に記載の原材料組成物。
【請求項２５】
　粘度調整のための有機溶剤及び／又は反応性希釈剤が含まれていることを特徴とする請
求項２３に記載の原材料組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、照明器具等の発光装置に組み込まれそれらの光源からの光を照射すべき側へ
反射させたり、太陽電池アセンブリに組み込まれそれへ入射した光を反射して光電変換素
子へ集光させたり、光源から導光板に入射した光を効率良く広範囲の所望の方向へ出射さ
せたりする可撓性反射基材、それの製造方法、及びその反射基材の形成に用いる原材料組
成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　照明器具、信号機、液晶ディスプレイのバックライトなど様々な発光装置の光源として
、発光ダイオード（ＬＥＤ）のように所望の波長光を出射する発光素子が用いられている
。このような発光ダイオード、特に高輝度発光ダイオードは、白熱電球、ハロゲンランプ
、水銀灯、蛍光灯などの白色系照明装置よりも、明るくて消費電力が少なく、しかも寿命
が長いため、屋内外の発光装置に、組み込まれている。また、太陽光を入射して光電変換
するＰ型シリコンとＮ型シリコンとからなるような光電変換素子が、太陽電池アセンブリ
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に、組み込まれている。
【０００３】
　このような発光素子や光電変換素子のように光が入出射する素子を実装する配線基板や
、これら素子を取り巻いて収容するパッケージケースは、発光素子からの光を照射すべき
側へ反射させたり、太陽電池アセンブリへ入射した光を光電変換素子へ反射させて効率よ
く集光させてエネルギー変換させたりするために、これらの光を反射可能なセラミック製
や樹脂製の反射基材で形成されている。配線基板やパッケージケースの反射基材がセラミ
ックス製であると、出射光が漏洩することにより、十分な反射効率が得られない。
【０００４】
　一方、樹脂製乃至セラミックス製のパッケージケース等に、エポキシ樹脂、液晶ポリマ
ー、ポリアミド、ビスマレイミド・トリアジン（ＢＴ）樹脂等のような硬化性樹脂と白色
フィラーとを含有する白色塗料を塗布したり、セラミックスコートしたりした反射層を形
成した反射基材は、熱による線膨張の違いに追従できないためコート面にクラックが生じ
てしまう。また、可撓性が小さいうえ、無理やり湾曲させるとクラックを生じてしまう。
【０００５】
　最近では、発光ダイオード（ＬＥＤ）をフレキシブル基板に直接マウントするなど多様
化した各種照明器具や太陽電池の形状に対応できることが、要求されている。そこで、フ
レキシブル基板自体が反射機能を有するように、エポキシ樹脂のような硬化性樹脂と白色
フィラーとを含有する白色フィルムがフレキシブルな配線基板に貼り合わされた反射基材
が、用いられるようになっている。また、樹脂製の反射基材として、例えば、特許文献１
に開示されているように、脂環式エポキシ樹脂を含むエポキシ系ポリマーやグリシジル（
メタ）アクリレート系ポリマーのような樹脂、白色顔料、及び硬化剤を必須成分とする樹
脂組成物を、シート状ガラス繊維のような基板に含浸、乾燥させた白色プリプレグも、用
いられるようになっている。
【０００６】
　また、従来から用いられているこれらエポキシ樹脂等の反射基材は、一般的に黄変等の
耐熱性や耐光性に欠けるうえ、波長４００ｎｍ以下の波長域の光を吸収するため反射し難
い。しかも、これらエポキシ樹脂等の樹脂製の反射基材は、安価で形成し易いという特長
を有するものの、近年の鉛フロー半田化のためにリフロー工程で３００℃前後に加熱され
るので熱での黄変により初期劣化したり、また近年の発光波長の短波長化や高出力化等の
性能向上に伴い一層高輝度の白色出射光やそれに伴う高熱に耐え切れず黄変して経時劣化
したりして、表面が次第にくすんでしまい、反射効率の低下を招いてしまう。その結果、
初期設計の照明特性が次第に変化して不十分になり、暗くなってしまうという問題がある
。
【０００７】
　ＬＥＤ光源の発光波長である３４０～５００ｎｍの短波長域から長波長の近赤外線領域
等の波長の光を、十分に反射でき、発光装置のみならず太陽電池アセンブリ等の配線基板
やパッケージケースに用いることができ、可撓性であって温度変化による線膨張の違いに
追従でき、また湾曲に追従できて、皺やクラックを生じず、耐熱性・耐光性に優れ、長期
間の使用によって反射率が低下せず、熱伝導性に優れた、汎用性の簡易な反射基材が求め
られている。
【０００８】
　さらに、様々な形状の可撓性支持体上に反射層を設けた簡便な可撓性反射基材の製造方
法が求められている。また、充分な反射率を示す程度の厚さの膜状、立体状又は板状に形
成できる可撓性反射基材の簡便な製造方法が求められている。そして、これら可撓性反射
基材及びその製造に有用で、単回の塗布で十分な反射効率を有する反射層を形成できる簡
易な組成の原材料組成物が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
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【特許文献１】特開２００６－３１６１７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は前記の課題を解決するためになされたもので、可撓性であって線膨張や湾曲に
追従できて皺やクラックを生じず、可視領域下限近傍の波長３８０～４００ｎｍ程度を含
む、ＬＥＤ光源の発光波長３４０～５００ｎｍ程度の短波長から近赤外線領域の長波長に
至る幅広い波長での反射率が高く、さらに熱伝導性に優れ、その光が照射されても経時的
に黄変したり劣化したりせず、耐光性、耐熱性、耐候性、難燃性に優れ、化学的に安定で
、しかも繰り返し湾曲のような機械的応力にも安定で、白色のまま長期間、高い反射率が
維持できるうえ、金属や樹脂への接着性に優れ、配線基板を被覆するために簡便に形成で
きて、生産効率が高く、安価に製造できる可撓性反射基材を提供することを目的とする。
【００１１】
　また、本発明は、様々な形状の可撓性を有する基板上に反射層を形成できる原材料組成
物、及びその原材料組成物を用いて、充分な反射率となる厚さの膜状、立体状又は板状に
反射層を形成できる簡便な可撓性反射基材の製造方法を提供することを別の目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前記の目的を達成するためになされた特許請求の範囲の請求項１に記載の可撓性反射基
材は、
　可撓性支持体上で接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折
率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ含有されて形成された１～２０００μｍの厚さ
の可撓性膜状反射層と、前記可撓性支持体とを有している可撓性反射基材であって、
　前記可撓性膜状反射層が、前記可撓性支持体に付されたカバーコート、又は前記可撓性
支持体に貼付されたカバーレイフィルムであって、シリコーンゴム原材料に前記接着成分
と前記白色無機フィラー粉末とが分散されつつ含有された原材料組成物の硬化物であり、
　前記シリコーンゴムが、前記接着成分が分散されつつ含有されて架橋されており、
　前記可撓性膜状反射層が、ゴム硬度をショアＡ硬度で１０以上、かつ、ショアＤ硬度で
５０以下としており、
　前記可撓性支持体が、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート
樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポリフェニレンサルフ
ァイド樹脂、アラミド樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、液晶
ポリマー、ポリエーテルサルフォン樹脂、エポキシ樹脂、及びシクロオレフィン樹脂から
選ばれる少なくとも何れかのプラスチックで形成されているプラスチックフィルム；又は
金属薄膜であり、
　前記白色無機フィラー粉末が、Ａｌ、Ａｌ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉ
Ｏ２で表面処理されて被覆されている酸化チタンを含んでおり、
　反射率が波長５５０ｎｍで９０％以上であることを特徴とする。
【００１３】
　請求項２に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記シリコーンゴ
ム中に残留して含まれる、シロキシ基繰返単位を４～１０とする低分子量ポリシロキサン
が、最大で３００ｐｐｍであること特徴とする。
【００１４】
　請求項３に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記酸化チタンが
、前記シリコーンゴム１００質量部に対し３０～３００質量部であることを特徴とする。
【００１５】
　請求項４に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、１５０℃で１００
０時間加熱前後での波長４６０ｎｍ～７８０ｎｍの全範囲で反射率が少なくとも８５％で
あることを特徴とする。
【００１６】



(7) JP 2017-124632 A 2017.7.20

10

20

30

40

50

　この可撓性反射基材は、例えば前記白色無機フィラー粉末が、前記Ａｌ、Ａｌ２Ｏ３、
ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２で表面処理されて被覆され、シランカップリング
処理されている酸化チタンであることを特徴とする。
【００１７】
　請求項５に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記シリコーンゴ
ムが、非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含んでいることを特徴とする。
【００１８】
　請求項６に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記原材料組成物
が、液状又はグリース状若しくは塑性であることを特徴とする。
【００１９】
　請求項７に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記原材料組成物
が、加熱によって失活又は揮発する反応抑制剤を含むことを特徴とする。
【００２０】
　請求項８に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記可撓性膜状反
射層が、それに含有されている前記シリコーンゴムによって、シランカップリング剤を介
することによって、及び／又はシリコーンゴム製接着剤を介することによって、前記可撓
性支持体に接着して付されていることを特徴とする。
【００２１】
　請求項９に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記可撓性支持体
が、導電パターンを表面に付したプラスチックフィルムであることを特徴とする。
【００２２】
　請求項１０に記載の可撓性反射基材は、請求項２に記載されたもので、前記シロキシ基
繰返単位を４～１０とする低分子量ポリシロキサンが、環状低分子量ポリシロキサンであ
ることを特徴とする請求項２に記載の可撓性反射基材。
【００２３】
　請求項１１に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記シリコーン
ゴムが、屈折率を１．３５以上、１．６５未満とすることを特徴とする。
【００２４】
　請求項１２に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記接着成分が
、シランカップリング剤である接着性付与成分であることを特徴とする。
【００２５】
　請求項１３に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記白色無機フ
ィラー粉末が、アルミナ、硫酸バリウム、マグネシア、チッ化アルミニウム、チッ化ホウ
素、チタン酸バリウム、カオリン、タルク、炭酸カルシウム、酸化亜鉛、シリカ、マイカ
粉、粉末ガラス、粉末ニッケル及び粉末アルミニウムから選ばれる少なくとも１種の光反
射剤を含むことを特徴とする。
【００２６】
　請求項１４に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記酸化チタン
が、シランカップリング処理されてシリコーンゴム中に分散されたものであることを特徴
とする。
【００２７】
　この可撓性反射基材は、例えば前記白色無機フィラー粉末中、前記酸化チタンが、アナ
ターゼ型若しくはルチル型の前記酸化チタンであり、アルミナ、又は硫酸バリウムを含む
ことを特徴とする。
【００２８】
　請求項１５に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記白色無機フ
ィラー粉末が、前記酸化チタンからなることを特徴とする。
【００２９】
　請求項１６に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記白色無機フ
ィラー粉末が、平均粒径０．０５～５０μｍであって、前記シリコーンゴム中に、２～８
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０質量％含有されていることを特徴とする。
【００３０】
　請求項１７に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記可撓性膜状
反射層に、前記白色無機フィラー粉末と蛍光体とが分散されつつ含有されていることを特
徴とする。
【００３１】
　この可撓性反射基材は、例えば前記可撓性膜状反射層の表面に、前記白色無機フィラー
粉末と前記蛍光体との少なくとも何れかが露出していることを特徴とする。
【００３２】
　この可撓性反射基材は、例えば前記可撓性膜状反射層の表面が連続して、ナノメートル
乃至マイクロメートルオーダーの凹凸形状、プリズム形状、及び／又は梨地面形状の何れ
かの非鏡面となっていることを特徴とする。
【００３３】
　請求項１８に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記可撓性膜状
反射層が、発光素子、発光装置及び光電変換素子の何れかの背面、外周及び／又は導光材
反射面に、配置されていることを特徴とする。
【００３４】
　請求項１９に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、金属層と、前記
可撓性支持体との間に、前記可撓性膜状反射層を有することを特徴とする。
【００３５】
　請求項２０に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記可撓性膜状
反射層と対向する側の前記可撓性支持体に金属層を有することを特徴とする。
【００３６】
　請求項２１に記載の可撓性反射基材は、請求項１に記載されたもので、前記可撓性膜状
反射層と前記金属層の間にガスバリア層を有することを特徴とする。
【００３７】
　この可撓性反射基材は、例えば前記ガスバリア層が、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、
ポリパラキシリレン、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、及び／又はポリアミドで形成されて
いることを特徴とする。
【００３８】
　前記の目的を達成するためになされた特許請求の範囲の請求項２２に記載の可撓性反射
基材を製造する方法は、
　可撓性支持体上で接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折
率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ含有されて形成された可撓性膜状反射層と、前
記可撓性支持体とを有している請求項１～２１の何れかに記載の可撓性反射基材を製造す
る方法であって、
　三次元架橋したシリコーンゴムへと架橋させるシリコーンゴム原材料に、Ａｌ、Ａｌ２

Ｏ３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２で表面処理されて被覆されている酸化チタ
ンを含む、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の前記白色無機フィラー粉末と、前記シリ
コーンゴムと架橋する接着成分とを分散させて含有させた原材料組成物とした後、
　ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、ポリアクリロニ
トリル樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、アラミド
樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、液晶ポリマー、ポリエーテ
ルサルフォン樹脂、エポキシ樹脂、及びシクロオレフィン樹脂から選ばれる少なくとも何
れかのプラスチックで形成されているプラスチックフィルム；又は金属薄膜である可撓性
支持体を用い、
　前記原材料組成物を膜状に付して三次元架橋させることにより、前記可撓性支持体に付
したカバーコート、又は前記原材料組成物を三次元架橋させて膜状にしたものを前記可撓
性支持体に貼付してカバーレイフィルムとなし、
　ゴム硬度をショアＡ硬度で１０以上、かつ、ショアＤ硬度で５０以下としており、１～
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２０００μｍの厚さの可撓性膜状反射層とする、反射率が波長５５０ｎｍで９０％以上で
ある可撓性反射基材を製造するというものである。
【００３９】
　この可撓性反射基材を製造する方法は、例えば前記シリコーンゴム中に残留して含まれ
る、シロキシ基繰返単位を４～１０とする低分子量ポリシロキサンを最大で３００ｐｐｍ
とすることを特徴とする。
【００４０】
　この可撓性反射基材を製造する方法は、例えば前記酸化チタンを前記シリコーンゴム１
００質量部に対し３０～３００質量部となして前記原材料組成物に含ませることを特徴と
する。
【００４１】
　この可撓性反射基材を製造する方法は、例えば５０℃で１０００時間加熱前後での波長
４６０ｎｍ～７８０ｎｍの全範囲で反射率が少なくとも９０％であることを特徴とする。
【００４２】
　この可撓性反射基材を製造する方法は、例えば前記架橋が、加熱、加湿、加圧及び紫外
線照射の少なくとも何れかにより、なされることを特徴とする。
【００４３】
　この可撓性反射基材を製造する方法は、例えば前記シリコーンゴム原材料に、前記シリ
コーンゴムへの三次元架橋の架橋剤と、加熱によって失活又は揮発する反応抑制剤とが、
分散して含有されており、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の前記白色無機フィラー粉
末を分散させて、前記原材料組成物となした後、前記原材料組成物を膜状に形成し、加熱
によって前記架橋がなされることを特徴とする。
【００４４】
　前記の目的を達成するためになされた特許請求の範囲の請求項２３に記載の原材料組成
物は、
　可撓性支持体上で接着成分と共に三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折
率の白色無機フィラー粉末が分散されつつ含有されて形成された可撓性膜状反射層と、前
記可撓性支持体とを有している可撓性反射基材に用いる請求項１～２１の何れかに記載の
原材料組成物であって、
　重合性シリコーンゴムの原材料と、前記シリコーンゴムの原材料を三次元架橋させる架
橋剤と、Ａｌ、Ａｌ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２で表面処理されて被
覆されている酸化チタンを含む、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の前記白色無機フィ
ラー粉末と、前記シリコーンゴムと架橋する接着成分とが含まれた液状又はグリース状若
しくは塑性の原材料組成物であり、
　前記可撓性膜状反射層が、ゴム硬度をショアＡ硬度で１０以上、かつ、ショアＤ硬度で
５０以下としており、前記可撓性支持体が、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチ
レンテレフタレート樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポ
リフェニレンサルファイド樹脂、アラミド樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテ
ルイミド樹脂、液晶ポリマー、ポリエーテルサルフォン樹脂、エポキシ樹脂、及びシクロ
オレフィン樹脂から選ばれる少なくとも何れかのプラスチックで形成されているプラスチ
ックフィルム；又は金属薄膜であり、前記可撓性膜状反射層が１～２０００μｍの厚さで
前記可撓性支持体に付されたカバーコート、又は前記可撓性支持体に貼付されたカバーレ
イフィルムであり、反射率が波長５５０ｎｍで９０％以上である、可撓性反射基材を形成
するために用いられるものである。
【００４５】
　この原材料組成物は、例えば前記酸化チタンを前記シリコーンゴム１００質量部に対し
３０～３００質量部とすることを特徴とする。
【００４６】
　この原材料組成物は、例えば前記シリコーンゴム中に残留して含まれる、シロキシ基繰
返単位を４～１０とする低分子量ポリシロキサンが、最大で３００ｐｐｍとすることを特
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徴とする。
【００４７】
　請求項２４に記載の原材料組成物は、請求項２３に記載されたもので、加熱によって失
活又は揮発する反応抑制剤が含まれていることを特徴とする。
【００４８】
　請求項２５に記載の原材料組成物は、請求項２３に記載されたもので、粘度調整のため
の有機溶剤及び／又は反応性希釈剤が含まれていることを特徴とする。
【００４９】
　この原材料組成物は、例えば前記シリコーンゴムの原材料が、非環状のジメチルシロキ
シ繰返単位を主成分として含んでいることを特徴とする。
【発明の効果】
【００５０】
　本発明の可撓性反射基材は、可撓性支持体にシリコーンゴム組成物製の可撓性反射層を
、カバーコートとして付し、又はカバーレイフィルムとして粘着又は接着等により貼付し
て用いられるので、柔軟で優れた可撓性を示し、線膨張や湾曲に追従でき、皺やクラック
が生じず、３０万回以上、繰り返し湾曲させても剥離も劣化も起こさない。
【００５１】
　可撓性反射基材は、シリコーンゴムよりも高屈折率の白色無機フィラー粉末が分散され
つつ含有されているので、ＬＥＤ光源の発光波長３４０～５００ｎｍ程度から、近赤外線
領域、例えば１０００ｎｍの長波長までの光の反射効率が高く、しかも熱伝導性に優れ放
熱し易いものである。特に従来反射し難かった青色光や近紫外線のような短波長領域でも
反射効率が高い。また、この可撓性反射基材は、隠蔽性に優れ、光漏れを引き起こさない
。
【００５２】
　この可撓性反射基材中の可撓性膜状反射層は、光や熱による分解や変質を引き起こし難
い安定な三次元架橋シリコーンゴムで形成され、好ましくは、非環状のジメチルシロキシ
繰返単位を主鎖中に主成分として含むシリコーンゴムで形成されている。そのため、熱や
光で黄変し易いエポキシ樹脂などよりも遥かに、光や熱に安定で、反射効率のみならず経
時的な耐光性とりわけ対紫外線耐光性又は対高輝度光耐光性や、耐熱性や、耐候性のよう
な耐久性、さらに難燃性、加工性に優れ、長期間に亘って黄変を引き起こさず、劣化し難
いものである。この可撓性反射基材は、長期間経過しても、反射層が白色のままであるの
で、高反射性が維持できる。
【００５３】
　この可撓性反射基材は、熱や光に安定なシリコーンゴムに起因して、白色無機フィラー
粉末、特に分解触媒活性が極めて高い酸化チタンを含有していてさえ、高輝度発光ダイオ
ードや直射日光や高温に長期間曝されても、黄変も劣化もしない。
【００５４】
　この可撓性反射基材は、可撓性膜状反射層に白色無機フィラー粉末や蛍光体が分散され
表面からそれらの粒子が露出していると、反射率が向上するので、発光装置に実装したと
きの照射効率を向上させることができる。
【００５５】
　特にフッ素変性シリコーンゴム、ジメチルシリコーンゴムなどの屈折率が比較的小さい
シリコーンゴム原材料を用いると、白色無機フィラー粉末や蛍光体の表面に接する低屈折
率のシリコーンゴム原材料との間の屈折率の差が大きくなり、反射が効率よく行われ、露
出された白色無機フィラー粉末や蛍光体の表面からより効率的に光が反射、発光されるの
で望ましい。
【００５６】
　この可撓性反射基材の可撓性膜状反射層の表面が、鏡面となって反射するものであって
もよいが、１００ｎｍ～１０μｍ程度のナノメートル乃至マイクロメートルオーダーの凹
凸形状、プリズム形状、サンドブラスト処理などによる梨地面形状となって非鏡面である
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と、拡散し易くなって拡散反射率が向上し、光の反射ムラを低減することができる。
【００５７】
　また、この可撓性反射基材は、シリコーンゴムが酸素原子及び／又は架橋性官能基を介
して三次元架橋しているのでそのシリコーンゴムを有する反射層が可撓性支持体上で膜状
、立体状又は板状に形成できる。また、白色無機フィラー粉末及びシリコーンゴム原材料
を含む液状又はグリース状若しくは塑性の原材料組成物は２０００μｍもの厚さに塗工し
た後に、三次元架橋させて硬化させ、反射層を形成することができる。そのため、可撓性
反射基材は、反射層を光学素子用で可撓性の配線基板やパッケージケース、その他照明器
具部材、太陽光発電用光反射部材等の電気部材に応じて自在な形状にすることが可能であ
るので、汎用性が高い。また、原材料組成物は、パッケージケースなどの部品を可撓性支
持体に接着する接着剤を兼ねた反射材を形成するのにも用いることができる。
【００５８】
　シリコーンゴム中のＳｉ原子の１～４個の三次元架橋した各モル数量、酸素原子を介し
たエーテル結合や架橋性官能基を介した縮合型又は付加型結合のような結合様式を適宜調
整することにより、架橋性シリコーンゴム原材料組成物を高粘度にして厚塗り可能に、形
成される。また、シリコーンゴム中に、表面張力が低くて溶融金属などをはじき易い揮発
性の残留低分子シロキサンの含有量が少ないと導電パターンのような金属めっきや、発光
ダイオードのような素子の導線との半田付けなどの配線加工を施し易い。
【００５９】
　主鎖中に非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含みつつ三次元架橋したシ
リコーンゴム、とりわけジメチルシリコーンゴムは、粘度の温度依存性が少ない。そのた
めこれを含有するシリコーンゴム原材料組成物は、狭ピッチのパターンで塗工することが
できる。スクリーン印刷などの印刷手法を用いて狭ピッチのパターンを形成する際、エポ
キシ樹脂含有組成物などでは加熱硬化時に粘度が急速に低下しダレが発生するため狭ピッ
チパターンを形成することが困難であるのに対し、シリコーンゴム原材料組成物、とりわ
けジメチルシリコーンゴム原材料組成物は、温度による粘度変化が小さいため、スクリー
ン印刷のようなピッチの細かいパターンを形成することができる。しかも、厚塗りを行っ
た場合も、同様にダレが防止できるので、可撓性膜状反射層に充分な厚みを確保すること
ができる。
【００６０】
　しかもこの可撓性反射基材は、物理的な粗面化やざらついた金型による金型成形や化学
的なケミカルエッチングのような表面処理によって、その表面自体がナノメートル乃至マ
イクロメートルオーダーで粗面化又は凹凸化することによって乱反射し易くなると共に、
反射性の白色無機フィラー粉末が露出して反射効率が９０％程度から９７～９８％程度に
まで約数％も一層向上したものとなる。またこのような表面処理された可撓性反射基材は
、露出した白色無機フィラー粉末の表面がシランカップリング処理されていると金属との
接着が容易になり、表面粗さによるアンカー効果、シランカップリングによる化学的結合
の向上により難接着性のシリコーンゴムの表面においても、金属めっき等の金属膜が施さ
れ易くなっている。また、可撓性反射層自体の強度も向上する。さらに粗面化することに
より、ゴミ、異物の付着防止又はゴミ、異物の除去が一層容易になる。
【００６１】
　この可撓性反射基材は、簡便な工程で簡易に、均質で高品質のものを精密に、確実かつ
大量に、安価で製造できるものであるため、生産性が高いものである。
【００６２】
　また、この可撓性反射基材は、発光ダイオードのような発光素子のみならず太陽電池素
子のような光電変換素子等の各種光学素子のための可撓性の配線基板やパッケージケース
、バックシート、その他照明器具部材等の電気部材など様々な分野の機器の反射基材とし
て、汎用的に用いることができる。
【００６３】
　また、本発明の可撓性反射基材の製造方法によれば、可撓性支持体の材質・形状・表面
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の凹凸性や平滑性の大小又は広狭・硬軟・厚さに関わらず、高粘度の架橋性シリコーンゴ
ム原材料組成物を用いて、液垂れすることなく、２０００μｍもの厚塗りができる。その
ため、架橋性シリコーンゴム原材料組成物の噴霧や塗布後の硬化による層形成や、射出成
形（ＬＩＭＳ）や、押圧用金型・ローラーなどを用いたスタンプ成形によって、三次元架
橋したシリコーンゴムとして、１～１０μｍの薄膜から２０００μｍの厚膜乃至板、又は
立体形状に、反射層を形成することができる。この厚塗りは、一度でも所期の形状を形成
できるため、塗工・乾燥を繰り返す必要がない。
【００６４】
　しかも架橋性シリコーンゴム原材料組成物は、適宜有機溶媒や反応性希釈剤で希釈して
用いても、エポキシ樹脂等の原材料組成物のような加熱による硬化時の粘度低下を惹き起
さないので、加熱時に変形を起こさずにそのまま硬化し所望の形状・厚さの反射層を形成
することができる。
【００６５】
　このような架橋反応は、加熱、湿度、紫外線照射や必要により加圧下で簡便に完了し、
可撓性支持体への接着性に優れた反射層を形成する。そのためこの製造方法は、加工特性
に優れ、生産効率が高く、如何なる形状の反射基材でも製造できるので、汎用性に優れ、
大量の工業生産に適している。
【００６６】
　この可撓性反射基材の製造方法は、シリコーンゴム原材料である重合したポリマー即ち
生ゴムに、接着成分として接着性付与成分、三次元架橋の架橋剤（硬化剤）、及び白色無
機フィラー粉末が含有されているシリコーンゴム原材料組成物を用いるというものであり
、用途に応じ白金族金属系触媒や、加熱によって失活又は揮発する反応抑制剤を用いると
、長期間、室温下で安定に保管でき加熱開始までは架橋されないが、加熱によって確実に
架橋が開始し短時間で架橋が完了して可撓性膜状反射層を形成するので、生産効率の向上
に資する。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】本発明を適用する可撓性反射基材１０を示す模式断面図である。
【図２】本発明を適用する可撓性反射基材１０を用いた発光装置を示す部分斜視図である
。
【図３】本発明を適用する可撓性反射基材１０の製造過程を示す模式図である。
【図４】本発明を適用する別な可撓性反射基材３０を示す模式断面図である。
【図５】本発明を適用する別な可撓性反射基材を用いた発光装置４０を示す部分斜視図で
ある。
【図６】本発明を適用する別な可撓性反射基材３０の製造過程を示す模式図である。
【図７】本発明を適用する可撓性反射基材３０における照射波長と反射率との相関関係を
示す図である。
【図８】本発明を適用する、シリコーンゴムの種類を変えた、可撓性反射基材３０の加熱
の有無における照射波長と反射率との相関関係を示す図である。
【図９】本発明を適用する可撓性反射基材３０の研磨前後における照射波長と反射率との
相関関係を示す図である。
【図１０】本発明を適用する可撓性反射基材３０と本発明を適用外のエポキシ樹脂製可撓
性反射基材との照射波長と反射率との相関関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００６８】
　以下、本発明を実施するための形態について、図１～６を参照しながら詳細に説明する
が、本発明の範囲はこれらの形態に限定されるものではない。
【００６９】
　先ず、本発明の可撓性反射基材の好ましい一形態について、図１を参照しながら、詳細
に説明する。
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【００７０】
　本発明の可撓性反射基材１０の一態様は、図１の通り、化学的に安定で変色し難いポリ
ジメチルシロキサンのような主鎖中に非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として
含みつつ三次元架橋したシリコーンゴムに、それよりも高屈折率の白色無機フィラー粉末
１５、例えばアナターゼ型酸化チタン粒子が分散されつつ含有された可撓性膜状反射層１
１からなるカバーコートを有する。このようなカバーコートは、絶縁塗料層であって、回
路導体の絶縁、外部環境による傷や錆の発生からの保護、耐屈曲性向上などのために、熱
硬化性インキや紫外線硬化性インキである原材料組成物を可撓性支持体に塗布して付して
形成される絶縁材料である。
【００７１】
　なお、カバーコートに代えて、はんだ耐熱性・高接着性を有し、フレキシブルプリント
配線板（ＦＰＣ）用の表面保護フィルムであるカバーレイフィルムとして用いてもよい。
カバーレイフィルムは、単独でも可撓性反射基材として用いられるが、好ましくは可撓性
支持体に貼付されて可撓性反射基材として用いられる。カバーレイフィルムは、例えばポ
リイミドフィルムのような可撓性支持体の片面に塗布した接着剤を介して、可撓性支持体
に粘着又は接着されて貼付されるもので、ハロゲンフリー対応のフィルム、超薄膜のフィ
ルムであってもよい。
【００７２】
　可撓性膜状反射層１１は、シリコーンゴムがむき出しになっており、そこで白色無機フ
ィラー粉末１５であるアナターゼ型酸化チタン粒子の一部が露出している。可撓性膜状反
射層１１は、白色を呈し、しかも優れた隠蔽性を有するから光を漏洩しないようになって
いる。さらにその部位で、波長３８０～４２０ｎｍの短波長域から長波長の近赤外線まで
に渡る光の反射率が、極めて高くなっている。このように可撓性膜状反射層１１は、高反
射率であり、高輝度光に長期間曝されても黄変せず白色を維持でき、しかも高い機械的強
度を有し、優れた耐光性、耐熱性、耐候性を示すので、耐久性に優れている。可撓性膜状
反射層１１の裏面側には、粘着剤層１３乃至接着剤層が設けられ、剥離紙１４で覆われて
いる。可撓性膜状反射層１１は、粘着剤層１３を介して、可撓性支持体１２へ密着して付
され、可撓性反射基材１０となる。
【００７３】
　この可撓性反射基材は、可撓性膜状反射層がシリコーンゴムを用いていることから、非
接着性を有している。そのためそこへ、埃や塵のようなゴミ・異物が付着した場合は、粘
着ローラーを用いて、なぞれば、可撓性反射基材に粘着することなくゴミ、異物が容易に
粘着ロールへ粘着され除去される。またこの可撓性反射基材は、非接着性であるが、ゴム
特有のタック性（ベタツキ感）を有し、絶縁性も高いため静電気により、埃や塵のような
ゴミ・異物が吸着して付着し易い。そこで可撓性反射基材の反射面にシリコーンハードコ
ート層をコーティングすることにより可撓性を有しながら表面のタック性を低減でき、こ
れらゴミ・異物の付着を防止することができる。また、ゴミ・異物が付着したとしてもエ
アーを吹き付けることにより容易に除去することができる。この可撓性反射基材に追従す
ることができるシリコーンハードコート剤としては、シリカやフッ素パウダーが分散され
たシリコーンハード剤や、エアーバックの表面処理に使用されるシリコーンコーティング
剤が使用できる。
【００７４】
　この可撓性反射基材１０は、例えば、図２に示すように、配線基板２０に被せて照明装
置とするのに用いられる。配線基板２０は、可撓性の絶縁板２１上に銅膜のような正負の
導電パターン２２ａ・２２ｂの対が何列も付されており、その導電パターン２２ａ・２２
ｂに、発光素子２３である複数の発光ダイオードから延びた正負のリード線が、接続され
ている。導電パターン２２ａ・２２ｂは、電源（不図示）に接続される。可撓性膜状反射
層１１には、複数の発光素子２３の対応位置に、穴１６が開けられている。剥離紙１４（
図１参照）が剥がされた可撓性膜状反射層１１は、その粘着剤層１３又は接着剤層を介し
て、配線基板２０に、貼り付けられる。複数の発光素子２３の先端が、可撓性膜状反射層
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１１の穴１６から、飛び出す構成となっている。
【００７５】
　発光素子２３である発光ダイオードが、整然と四方八方に並べられて照明器具となって
いてもよい。発光素子２３の出射方向側で可撓性膜状反射層１１が、ガラス製や樹脂製の
透明板や透明フィルム、凸レンズや凹レンズやフレネルレンズのようなレンズにより発光
素子２３を覆うように、光路上に被されていてもよい（不図示）。その透明板や透明フィ
ルムやレンズが、それの透過光の波長を所期の波長へ変換する顔料、色素、蛍光剤、りん
光剤を含有していてもよい。
【００７６】
　図２に示すような配線基板２０に貼付された可撓性反射基材１０を有する照明装置は、
以下のようにして使用される。この発光素子２３へ、陰極側銅膜と陽極側銅膜とである配
線パターン２２ａ・２２ｂに印加すると、発光素子２３は、発光する。発光した光の一部
は、可撓性反射基材１０に開口した穴１６から、直接、外界へ照射される。可撓性反射基
材１０表面側に向かって発光した光は、可撓性反射基材１０の表面上で反射して、外界へ
照射される。
【００７７】
　このシリコーンゴム製反射基材１０は、図３（ａ）のようにして製造される。主鎖中に
非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含みつつ三次元架橋したシリコーンゴ
ムへと架橋させるシリコーンゴム原材料に、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の白色無
機フィラー粉末を分散させつつ含有させたシリコーンゴム原材料組成物を、塗工ノズル２
５から、剥離シート１７へ塗工し膜状とし、ヒーター２６で加熱することにより三次元架
橋させて、反射層膜１１ａとし、粘着剤を噴霧ノズル２８から反射層膜１１ａの上面側へ
噴霧し膜状粘着剤層１３ａを形成し、それを剥離紙シート１４ａで覆って両面が剥離シー
ト１７と剥離紙シート１４ａとで覆われた白色可撓性膜状反射層を形成する。次に、剥離
シート１７を剥がし、所望の大きさにカッター２９で裁断するとシリコーンゴム製反射基
材１０が得られる。
【００７８】
　尚、図２におけるＬＥＤ発光装置に適応する場合は、図３（ｂ）に示すように、このシ
リコーンゴム製反射膜層１１ａ及び剥離シート１７に、穴開けパンチ２７で、等間隔に穴
１６（図２参照）を開けた後、剥離紙シート１７を剥がし、粘着剤層１３ａ側を剥離紙シ
ート１４ａで覆ってから、所望の大きさにカッター２９で裁断するとシリコーンゴム製反
射基材１０が得られる。その後、剥離紙１４を分離すると、可撓性膜状反射層１１に粘着
剤層１３が付されたシリコーンゴム製反射基材１０が得られ、粘着剤層側を配線基板２０
に接着することによりＬＥＤ発光装置を得ることができる。尚、図２における複数の発光
ダイオードを配列したＬＥＤ発光装置は、単一の発光ダイオード毎にダイシングカットし
て、可撓性ＬＥＤ発光装置とすることもできる。
【００７９】
　この可撓性反射基材１０中の可撓性膜状反射層１１に用いられるシリコーンゴムは、三
次元架橋するシリコーンゴムであれば特に限定することなく用いることができる。好まし
くは、主鎖中に非環状のジメチルシロキシ繰返単位〔-Ｓｉ(-ＣＨ３)２-Ｏ-〕を主成分と
して含むシリコーンゴム、例えば屈折率が１．４１であるポリジメチルシロキサンを含ん
でなるシリコーンゴムや、主鎖にポリジメチルシロキサンとし主鎖同士が三次元架橋した
シリコーンゴムが用いることができる。
【００８０】
　主鎖中に非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含むシリコーンゴムは、特
に限定されない。
【００８１】
　シリコーンゴムに白色無機フィラー粉末を含有した可撓性反射層の硬さは、用途に応じ
て適宜使い分ければよい。可撓性反射層は、可撓性支持体と積層して可撓性反射基材とし
て用いられたとき、その反射基材の撓みに安定して追従することができるものであればよ
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い。一般的には、ＪＩＳ　Ｋ６２５３のＪＩＳ－Ａ型硬度計による測定でのショアＡ硬度
で１０以上、９０以下、ＪＩＳ－Ｄ型硬度計による測定でのショアＤ硬度で３０以下であ
ると、触ったときの感触でゴムであるという感覚であるが、本発明の可撓性反射基材にお
いては、所期の目的を達成するためには、ショアＡ硬度で１０以上、ショアＤ硬度で５０
以下を所望のゴム性のある可撓性反射層領域として捉えることができ、また、ショアＤ硬
度で５０を超えると所望の可撓性はなくなり、樹脂性の高い硬質の反射層ということにな
り、所期の目的を達成できない不向きな反射層領域となる。
【００８２】
　このようなシリコーンゴムは、酸素原子及び／又は架橋性官能基を介して、同一主鎖の
次の繰返単位又は別な主鎖の繰返単位のＳｉ原子に結合して三次元架橋しているもので、
ポリ（ジメチルシロキサン）構造を主鎖とし、その他のポリ（ジアルキルシロキサン）構
造やポリ（ジフェニルシロキサン）のようなポリ（ジアリールシロキサン）構造やポリ（
架橋性官能基由来架橋基含有シロキサン）を部分的に有していてもよい。
【００８３】
　シリコーンゴムは、以下のような物質が挙げられ、架橋構造を有することによりゴム弾
性を発現している。
【００８４】
　本発明の可撓性反射基材を形成するために用いられるシリコーンゴム原材料組成物は、
付加反応硬化型、有機過酸化物硬化型、縮合硬化型のような種々の硬化型のものが挙げら
れるが、硬化時間を短縮して製造効率を向上させる観点から、付加反応硬化型のものが好
ましい。更に付加反応硬化型のものは、硬化時に硬化収縮が小さくフィルムに塗工し、硬
化させた際フィルムの皺の発生を防止することができる。
【００８５】
　例えば、このような主鎖中に非環状のジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含むシ
リコーンゴムは、より具体的には重合度５０００～１００００程度で平均分子量約４０万
～８０万の高分子体である。このシリコーンゴムは、ジメチルシロキシ繰返単位〔-Ｓｉ(
-ＣＨ３)２-Ｏ-〕のみからなるポリジメチルシロキサン、所謂ジメチル系シリコーンであ
ってもよく、〔-Ｓｉ(-ＣＨ３)２-Ｏ-〕と〔-Ｓｉ(-ＣＨ３)(-ＣＨ＝ＣＨ２)-Ｏ-〕又は
更に〔-Ｓｉ(-ＣＨ３)(-Ｃ６Ｈ５)-Ｏ-〕とを含むような所謂メチルビニル系シリコーン
又はメチルフェニルビニル系シリコーンであってもよい。
【００８６】
　そのようなシリコーンゴム原材料組成物中のシリコーンゴム原材料は、主要成分として
、分子中に単一又は複数のアルケニル基を有するオルガノポリシロキサン、分子中に単一
又は複数のケイ素原子結合水素原子を有するオルガノハイドロジェンポリシロキサン、白
金族金属系触媒含有ポリシロキサンが挙げられる。また、金属粉含有のせいによる体積抵
抗率の低減を防止しつつ非導電性を確実に発現するため、オルガノポリシロキサンに対し
質量比で０．２％以上の微粉末シリカを含有していてもよい。更に、このシリコーンゴム
原材料組成物は、可撓性支持体との密着性・接着性を向上させるために、エポキシ基、ア
ルコキシシリル基、カルボニル基、フェニル基のような反応性の官能基を有する接着性付
与成分を含有していてもよい。
【００８７】
　また本発明の反射基材を形成するのに用いられるシリコーンゴムは、別な架橋性官能基
で三次元架橋していてもよい。このような三次元架橋したシリコーンゴムは、その途中の
Ｓｉ基が、アルキルオキシシリル基やジアルキルオキシシリル基、ビニルシリル基やジビ
ニルシリル基、ヒドロシリル基やジヒドロシリル基であったり、それらの基が複数存在し
たりすることにより、それら官能基を介して、非環状のジメチルシロキシ繰返単位の主鎖
同士が、網目状に三次元的に架橋したものである。シリコーンゴムは、これら架橋性官能
基によって直接的に、及び／又はシランカップリング剤を介して間接的に、主鎖同士が三
次元的に架橋していてもよい。その主鎖同士は、夫々の架橋性官能基の間や、架橋性官能
基とシランカップリング剤との間で、夫々のアルキルオキシシリル基又はジアルキルオキ
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シシリル基同士が脱アルコール化反応により縮合して架橋したり、ビニルシリル基やジビ
ニルシリル基とヒドロシリル基やジヒドロシリル基とが白金錯体等の白金触媒存在下で、
無溶媒中、加熱や光照射によって付加して架橋したりしたものである。シリコーンゴムは
その中でも、付加して架橋したものであることが好ましい。シリコーンゴムは、主鎖をな
すジメチルシロキシ基（-Ｓｉ(ＣＨ３)２-Ｏ-）の繰返単位とジフェニルシロキシ基（-Ｓ
ｉ(Ｃ６Ｈ５)２-Ｏ-）のような繰返単位とを有するものであってもよい。シリコーンゴム
は、主鎖のジメチルシロキシ基の繰返単位を有し、アルキルオキシシリル基、ジアルキル
オキシシリル基、ビニルシリル基、ジビニルシリル基、ヒドロシリル基、ジヒドロシリル
基で架橋したものであると、一層好ましい。
【００８８】
　三次元架橋したシリコーンゴムは、例えばシリコーンゴム原材料が三次元架橋して硬化
することによって得られる。より具体的には、付加反応硬化型のシリコーンゴムの原材料
を例に説明すると、熱硬化によりシリコーンゴムを形成するもので、例えば、オルガノポ
リシロキサンをベースポリマーとし、オルガノハイドロジェンポリシロキサン及び白金系
触媒等の重金属系触媒を含むものが挙げられる。
【００８９】
　前記オルガノポリシロキサンとしては、下記平均単位式
　　Ｒ1

ａＳｉＯ（４－ａ）／２

（式中、Ｒ１は非置換又は置換一価炭化水素基で、好ましくは炭素数１～１０、特に１～
８のものである。ａは０．８～２、特に１～１．８の正数である。）
で示されるものが挙げられる。ここで、Ｒとしてはメチル基、エチル基、プロピル基、ブ
チル基等のアルキル基、ビニル基、アリル基、ブテニル基等のアルケニル基、フェニル基
、トリル基等のアリール基、ベンジル基等のアラルキル基や、これらの炭素原子に結合し
た水素原子の一部又は全部がハロゲン原子で置換されたクロロメチル基、クロロプロピル
基、３，３，３－トリフルオロプロピル基等のハロゲン置換炭化水素基、或いはシアノ基
で置換された２－シアノエチル基等のシアノ基置換炭化水素基などが挙げられ、Ｒ１は同
一であっても異なっていてもよいが、Ｒ１としてメチル基、特にジメチルシロキシ基を主
成分となるようなメチル基であるものが、反射性発現、耐熱性・耐久性等の観点から好ま
しい。
【００９０】
　また、Ｒ１としてビニル基等の炭素数２～８のアルケニル基を含むもの、特に全Ｒのう
ちの１～２０モル％がアルケニル基であるものが好ましく、中でもアルケニル基を１分子
中に２個以上有するものが好ましく用いられる。このようなオルガノポリシロキサンとし
ては、例えば、末端に、及び／又は主鎖の途中にビニル基等のアルケニル基を有するジメ
チルポリシロキサンやジメチルシロキサン・メチルフェニルシロキサン共重合体等、末端
に、及び／又は主鎖の途中にアルケニル基を含有するジオルガノポリシロキサンが挙げら
れ、特に、常温で液状のものが好ましく用いられる。
【００９１】
　より具体的には、このようなアルケニル基含有オルガノポリシロキサンは、
Ｒ2-[Ｓｉ(Ｒ3)2-Ｏ]ｂ-[Ｓｉ(Ｒ3)(Ｒ4)-Ｏ]ｃ-Ｒ2

（Ｒ２は同一又は異なり前記Ｒ１で例示されたメチル基等の飽和炭化水素基若しくはフェ
ニル基等の芳香族炭化水素基又は前記Ｒ１で例示されたアルケニル基、Ｒ３は同一又は異
なり前記Ｒ１で例示された飽和炭化水素基若しくは芳香族炭化水素基、Ｒ４は前記Ｒ１で
例示されたアルケニル基、ｂ、ｃは正数）で模式的に示されるもので、ブロック共重合で
あってもランダム共重合であってもよいものである。
【００９２】
　このようなアルケニル基含有オルガノポリシロキサンは、直鎖状であっても、分子構造
の一部に分枝状の構造を含んでいてもよく、環状体であってもよい。シリコーンゴムの架
橋した可撓性膜状反射層の機械的強度、弾性、耐繰り返し屈曲性などの物性の点から直鎖
状のジオルガノポリシロキサンが好ましい。アルケニル基含有オルガノポリシロキサンは
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、その繰り返し単位の繰り返し数が、１０～１００００であることが好ましい。このよう
なアルケニル基含有ジオルガノポリシロキサンは、２５℃における粘度が１０～１，００
０，０００ｃＳｔ程度のものが好ましい。
【００９３】
　一方、オルガノハイドロジェンポリシロキサンとしては、直鎖状、分岐状、環状、或い
は三次元網状であって、単数又は複数、好ましくは３官能以上（即ち、１分子中にケイ素
原子に結合する水素原子（Ｓｉ－Ｈ基）を３個以上有するもの）が好ましく、末端に、及
び／又は主鎖の途中にＳｉ－Ｈ基を有するものであれば、特に限定されないが、例えば、
メチルハイドロジェンポリシロキサン、メチルフェニルハイドロジェンポリシロキサン等
が挙げられ、特に、常温で液状のものが好ましい。また、触媒としては、白金、白金化合
物、ジブチル錫ジアセテートやジブチル錫ジラウリレート等の有機金属化合物、又はオク
テン酸錫のような金属脂肪酸塩などが挙げられる。これらオルガノハイドロジェンポリシ
ロキサンや触媒の種類や量は、架橋度や硬化速度を考慮して適宜決定すればよい。
【００９４】
　前記オルガノハイドロジェンポリシロキサンとしては、下記平均単位式
　ＨｄＲ5

ｅＳｉＯ(4-ｄ-ｅ)/2

（式中、Ｒ５はＲ１で例示された基、特に飽和炭化水素基、ｄ及びｅは、０＜ｄ＜２、０
．８≦ｅ≦２となる数）で表されるものである。
　具体的には、このようなオルガノハイドロジェンポリシロキサンの例としては、１，１
，３，３－テトラメチルジシロキサン、１，３，５，７－テトラメチルテトラシクロシロ
キサン、１，３，５，７，８－ペンタメチルペンタシクロシロキサン等の末端にＳｉ－Ｈ
基を有するシロキサンオリゴマー；トリメチルシロキシ末端基含有メチルハイドロジェン
ポリシロキサン、トリメチルシロキシ末端基含有ジメチルシロキサン・メチルハイドロジ
ェンシロキサン共重合体、シラノール末端基含有メチルハイドロジェンポリシロキサン、
シラノール末端基含有ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロキサン共重合体、
ジメチルハイドロジェンシロキシ末端基含有ジメチルポリシロキサン、ジメチルハイドロ
ジェンシロキシ末端基含有メチルハイドロジェンポリシロキサン、ジメチルハイドロジェ
ンシロキシ末端基含有ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロキサン共重合体の
ような主鎖の途中にＳｉ－Ｈ基を有するホモポリマー又はコポリマーのハイドロジェンポ
リシロキサンが挙げられる。このようなオルガノハイドロジェンポリシロキサンは、Ｒ5

2

(Ｈ)ＳｉＯ1/2単位とＳｉＯ4/2単位とを含み、Ｒ5
3ＳｉＯ1/2単位、Ｒ5

2ＳｉＯ2/2単位、
Ｒ5(Ｈ)ＳｉＯ2/2単位、(Ｈ)ＳｉＯ3/2単位又はＲ5ＳｉＯ3/2単位を含んでいてもよいも
のである。
【００９５】
　より具体的には、環状の-[ＳｉＨ(ＣＨ3)]4-、Ｈ-[Ｓｉ(ＣＨ3)2-Ｏ]-[Ｓｉ(ＣＨ3)2-
Ｏ]f-[Ｓｉ(ＣＨ3)2]-Ｈ（但し、ｆは０～２００の数）、(ＣＨ3)3ＳｉＯ-[Ｓｉ(ＣＨ3)2
-Ｏ]g-ＯＳｉ(ＣＨ3)3（但し、ｇは０～２００の数）、(ＣＨ3)3ＳｉＯ-[Ｓｉ(ＣＨ3)2-
Ｏ]h-[Ｓｉ(ＣＨ3)2-Ｏ]i-ＯＳｉ(ＣＨ3)3（但し、ｈは０～２００、ｉは１～１００の数
）が挙げられる。
【００９６】
　このオルガノハイドロジェンポリシロキサンは、例えば、Ｒ5ＳｉＨＣｌ2やＲ5

2ＳｉＨ
Ｃｌ（但し、Ｒ5は前記と同じ）のようなクロロシラン化合物を共加水分解し、又はこれ
らクロロシラン化合物とＲ5

3ＳｉＣｌやＲ5
2ＳｉＣｌ2（但し、Ｒ5は前記と同じ）のよう

な別なクロロシラン化合物とを共加水分解して調製してもよく、さらにそれを平衡化して
調製してもよい。
【００９７】
　このオルガノハイドロジェンポリシロキサンは、アルケニル基含有オルガノポリシロキ
サンと共に、用いられる。アルケニル基含有オルガノポリシロキサンのアルケニル基の１
モル当量に対し、オルガノハイドロジェンポリシロキサンのＳｉＨ基が０．５～４モル当
量となるように、両者が配合されていることが好ましい。
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【００９８】
　白金族金属系触媒含有ポリシロキサンに用いられる白金族金属系触媒は、アルケニル基
含有オルガノポリシロキサンのアルケニル基と、オルガノハイドロジェンポリシロキサン
のＳｉＨ基との付加反応を促進するためのヒドロシリル化反応触媒である。この触媒は、
各種金属触媒が挙げられ、具体的には、白金、白金ブラック、ロジウム、パラジウムのよ
うな白金族金属単体；Ｈ2ＰｔＣｌ4・ｍＨ2Ｏ、Ｈ2ＰｔＣｌ6・ｍＨ2Ｏ、ＮａＨＰｔＣｌ

6・ｍＨ2Ｏ、ＫＨＰｔＣｌ6・ｍＨ2Ｏ、Ｎａ2ＰｔＣｌ6・ｍＨ2Ｏ、Ｋ2ＰｔＣｌ4・ｍＨ2

Ｏ、ＰｔＣｌ4・ｍＨ2Ｏ、ＰｔＣｌ2、Ｎａ2ＨＰｔＣｌ4・ｍＨ2Ｏ（但し、ｍは０～６の
数）のような塩化白金錯体、塩化白金酸錯体及び塩化白金酸錯塩；アルコール変性塩化白
金酸；塩化白金酸－オレフィン錯体；白金、パラジウム等の白金族金属をアルミナ、シリ
カ、カーボン等の担体に担持させた担体金属；ロジウム－オレフィン錯体；クロロトリス
（トリフェニルフォスフィン）ロジウムのようなウィルキンソン触媒；塩化白金、塩化白
金酸又は塩化白金酸塩とビニル基含有の鎖状又は環状シロキサンとの錯体などが挙げられ
る。白金族金属系触媒は、アルケニル基含有オルガノポリシロキサンやオルガノハイドロ
ジェンポリシロキサンと共存させて、それらに対して０．１～５００ｐｐｍ程度の触媒量
、用いられてもよく、予め担持させていてもよい。
【００９９】
　シリコーンゴムは、例えば、トリオルガノシロキシ単位（Ｒ3ＳｉＯ1/2単位：Ｍ単位、
）、ジオルガノシロキシ単位（Ｒ2ＳｉＯ単位：Ｄ単位）、モノオルガノシロキシ単位（
ＲＳｉＯ3/2単位：Ｔ単位）、シロキシ単位（ＳｉＯ2単位：Ｑ単位）を任意に組み合わせ
た樹脂（但し、オルガノ基Ｒは、同一又は異なり、メチル基のようなアルキル基やフェニ
ル基、又はビニル基のような架橋性官能基に由来する基）であることが好ましい。これら
の組み合わせにより、シリコーンゴムは、三次元架橋が形成されたＭＱゴム、ＭＤＱゴム
、ＭＴＱゴム、ＭＤＴＱゴム、ＴＤゴム、ＴＱゴム、ＴＤＱゴムなどの任意の組み合わせ
のゴムを用いることができる。
【０１００】
　このシリコーンゴムが、繰返単位のＳｉ原子が酸素原子又は架橋性官能基を介して次な
る繰返単位のＳｉ原子に結合して三次元架橋している。
【０１０１】
　可撓性反射基材は、電気部品に装着されるものであるから、電気接点障害やくもりの原
因となるものでシリコーンゴム中に含有される低分子シロキサン例えばシロキシ基繰返単
位が４～１０（Ｄ４～Ｄ１０）の環状低分子量シロキサンを、予め３００ｐｐｍ、好まし
くは５０ｐｐｍ未満にまで除去したシリコーンゴムで形成されていると、なお一層好まし
い。具体的には、市販の低分子シロキサン低減グレードのシリコーンゴム原材料を用いた
り、低分子シロキサン除去処理として、加熱オーブン処理（例えば２００℃で４時間加熱
処理）、真空加熱処理（例えば真空下２００℃で２時間加熱）などの加熱処理を施したり
したシリコーンゴム原材料を用いることができる。また、これらの処理に加えて、超音波
溶媒抽出などの手段を施して成型品から低分子シロキサンを除去することもできる。シリ
コーンゴム原材料から低分子シロキサンを除去できるが、成形品から低分子シロキサンを
除去する方が、より低レベルにまで除去できるので、好ましい。
【０１０２】
　シリコーンゴム原材料組成物は、通常の硬化性シリコーンゴム組成物と同様に、２液に
分け、使用時にこの２液を混合して硬化させる所謂二液型の組成物でもよいが、組成物を
使用する際の作業性等の点から一液型とすることが好ましい。このシリコーンゴム原材料
組成物は、通常の条件で硬化でき、例えば加熱により、又は紫外線照射により、架橋させ
て、硬化させ、ゴム弾性を発現させることができる。
【０１０３】
　可撓性反射基材３０の別な一態様は、図４の通り、シリコーンゴムに、それよりも高屈
折率の白色無機フィラー粉末３５が分散されつつ含有された可撓性膜状反射層３１が可撓
性支持体３２の表面側に付されているカバーレイフィルムである。可撓性支持体３２の裏
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面側には、粘着剤層３３乃至接着剤層が設けられ、剥離紙３４で覆われている。
【０１０４】
　この可撓性反射基材３０は、例えば、図５に示すように、可撓性のあるＬＥＤ発光装置
（照明装置）４０に、用いられる。可撓性反射基材３０には、可撓性膜状反射層３１の露
出面側に、正負の導電パターン４２ａ・４２ｂの対が何列も付されており、その導電パタ
ーン４２ａ・４２ｂに、発光素子である複数の発光ダイオード４３から延びた正負のリー
ド線が、接続されていることによって、照明装置４０となっている。
【０１０５】
　このシリコーンゴム製反射基材３０は、図６のようにして製造される。例えばポリイミ
ドのような支持体シート３２ａの裏面側に、粘着剤を噴霧ノズル４５から、噴霧して粘着
剤層膜３３ａとし、それを剥離紙シート３４ａで覆う。主鎖中に非環状のジメチルシロキ
シ繰返単位を主成分として含みつつ三次元架橋したシリコーンゴムへと架橋させるシリコ
ーンゴム原材料に、前記シリコーンゴムよりも高屈折率の白色無機フィラー粉末を分散さ
せつつ含有させたシリコーンゴム製原材料組成物を塗工ノズル４６から、支持体シート３
２ａの表面側に、噴霧し膜状とし、ヒーター４７で加熱することにより三次元架橋させて
、反射層膜３１ａにして、所望の大きさにカッター４８で裁断する。すると、可撓性膜状
反射層３１の付された可撓性支持体３２の反対面側に粘着剤層３３及び剥離紙３４が付さ
れたシリコーンゴム製反射基材３０が得られる。尚、カッター４８で裁断することなしに
巻き取り機で巻き取ることもできる。
【０１０６】
　支持体シート３２ａを表面処理しておく必要はないが、架橋性シリコーンゴム原材料組
成物の噴霧や塗工の前に、支持体シート３２ａの噴霧面側を予め、コロナ放電処理、プラ
ズマ処理、紫外線処理、フレーム処理、イトロ処理又は粗面処理のような表面処理してお
き、その表面処理された支持体シート３２ａ上に反射層膜３１ａが形成されていると、一
層強固に密着して接着するのでなお好ましい。これらのコロナ放電処理、プラズマ処理、
紫外線照射処理、フレーム処理又はイトロ処理は、支持体上に架橋性シリコーンゴム原材
料組成物が付される直前に行われることが好ましい。
【０１０７】
　また、これらの反射材層３１と可撓性支持体３２とが、コロナ放電処理、プラズマ処理
、フレーム処理、イトロ処理又は紫外線照射処理により強固に接着をしていればよく、接
着体となる反応性基含有ポリシロキサン溶液で表面処理されていてもよい。
【０１０８】
　反射材層３１と可撓性支持体３２とを接触によってより一層強固に接着させるには、両
者又は、一方の接着体となる面にシランカップリング剤のような機能性シラン化合物を用
いてもよい。このような機能性シラン化合物は、ＯＨ基との反応性が高い反応性基を含有
するポリシロキサンが挙げられる。
【０１０９】
　このような反応性基含有ポリシロキサンとして、下記化学式（１）
【化１】

（式（１）中、ｎは３～４の数であって、反応性基である－ＯＣＨ３の少なくとも何れか
が、反射層及び金属箔層の表面の官能基例えばＯＨ基と反応するものである）で示される
化合物が挙げられる。この化合物は、繰返単位が、ブロック共重合、又はランダム共重合
したものであってもよい。このビニルメトキシシロキサンホモポリマーのようなビニルア
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ルコキシシロキサンホモポリマーの溶液に浸漬したりその溶液を塗布したり、反応性を向
上させるために、それを白金触媒懸濁液に浸し、活性シリル基中のビニル基に白金触媒を
保持させてもよい。
【０１１０】
　シリコーンゴム原材料に白色無機フィラー粉末を含有したシリコーンゴム原材料の組成
物は、重合性シリコーンゴム原材料に白色無機フィラー粉末やシリコーンゴムパウダーの
添加量又は有機溶剤や反応性希釈剤の添加量を適宜調整して加えて調製することができ、
用途に応じて、液状、グリース状、又は可塑度で定義されるような可塑物である塑性とな
るように適度に調整して用いることができる。例えば、スプレー、ディスペンサー、或い
はスクリーン印刷するときのレジストインクとしては、液状のものとして、粘度を０．５
～５００Ｐａ・ｓ、より好ましくは１０～２００Ｐａ・ｓとすることが好ましい。また、
熱プレス成形をする場合は、国際規格ＩＳＯ　７３２３に基づく可塑度としては、１００
～５００ｍｍ／１００のミラブルタイプ又は可塑物としての原材料組成物として用いるこ
とが好ましい。
【０１１１】
　シリコーンゴムパウダー及び白色無機フィラーを用いる場合、粘度や硬度を調整するた
めに、その添加量としてシリコーンゴム原材料１００質量部に対し、３～４００質量部、
好ましくは５０～３００質量部添加されることが好ましい。白色無機フィラーの添加量が
この範囲よりも少な過ぎると十分な反射が得られず、逆に白色無機フィラーの添加量がこ
の範囲よりも多過ぎると加工性が悪くなってしまう。シリコーンゴム原材料組成物を、薄
く塗布する場合には、白色無機フィラーの添加量が多い程、高い反射率を発現し、一方、
厚く塗布する場合には、これらの添加量が少なくても十分な反射率が得られる。シリコー
ンゴムパウダーは、前記範囲内で、白色無機フィラーと共に加えられる。
【０１１２】
　また、有機溶剤は、保存安定性、塗工性向上、塗工量の制御、粘度の調整などのために
、添加されてもよい。有機溶剤を用いる場合、その添加量としてシリコーンゴム原材料１
００質量部に対し、１００～１００００質量部添加されることが好ましい。有機溶剤がこ
の範囲よりも少ない場合には塗布、印刷時において糸引き、目詰まりが生じ生産性が落ち
てしまう。一方、有機溶剤がこの範囲よりも多い場合には、厚塗りができなかったり、一
度塗りで十分な反射率が得られなかったりする。有機溶媒は、各種コーティング方法や要
求される反射率、膜厚、粘度に応じ、適宜調整して用いられる。有機溶剤は、シリコーン
ゴム原材料、架橋剤、反応抑制剤と反応しないものが適宜用いられ、具体的には、トルエ
ン、キシレン、酢酸エチル、アセトン、メチルエチルケトン、ヘキサンが挙げられる。有
機溶剤で粘度を調整する場合、有機溶剤を添加によって白色無機フィラー粉末の充填濃度
が相対的に低下するが、硬化後に有機溶剤が揮発すると、白色無機フィラー粉末の充填濃
度が粘度調整前の高濃度に戻ることとなるため、塗膜厚みが薄くて高濃度の印刷が可能と
なる。
【０１１３】
　反応性希釈剤は、特に一液型接着剤の粘度調整用に使われるもので、有機溶媒と異なり
揮発せず、そのままシリコーンゴムとして硬化するものである。反応性希釈剤として、例
えば液状シリコーンゴム用反応性希釈剤（モメンティブ・マテリアルズ・パフォーマンス
社製　商品名：ＭＥ９１）が挙げられる。反応性希釈剤は、シリコーンゴム原材料１００
質量部に対し、０．１～３０質量部、好ましくは１～２０質量部添加されて用いられる。
添加量がこの範囲より少な過ぎると、粘度の調整ができず、添加量がこの範囲より多過ぎ
ると、シリコーンゴムとしても物性が弱くなる。反応性希釈剤は、シリコーンゴムへと硬
化するものであるため、有機溶剤を大量に使用した場合のように硬化後に揮発して肉痩せ
するようなことが起こらない。そのため、肉厚の可撓性膜状反射層を形成するのに有用で
ある。
【０１１４】
　有機溶媒と反応性希釈剤との量は、可撓性膜状反射層の厚さや印刷・塗布等の塗工方法
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に応じ、適宜調整される。
【０１１５】
　シリコーンゴム原材料に白色無機フィラーを含有した液状、又はグリース状若しくは塑
性の原材料組成物は、シリコーンゴムへの三次元架橋の架橋剤、例えば前記のようなハイ
ドロジェンオルガノポリシロキサンや白金族金属系触媒含有ポリシロキサン、過酸化物の
ような架橋剤が、含有されていてもよい。
【０１１６】
　シリコーンゴム原材料に白色無機フィラー粉末を含有した液状、又はグリース状若しく
は塑性の原材料組成物は、加熱によって失活又は揮発する反応抑制剤が、含有されていて
もよい。反応抑制剤は、この原材料組成物の保存中に、必要に応じて添加されている触媒
の活性を低下させることなく、シリコーンゴム原材料、例えばアルケニル基含有オルガノ
ポリシロキサンオルガノハイドロジェンポリシロキサン付加反応を抑制し、保存安定性を
高めるものである。反応抑制剤は、例えば、メチルビニルシクロテトラシロキサン類；３
－メチル－１－ブチン－３－オール、３，５－ジメチル－１－へキシン－３－オール、３
－メチル－１－ペンテン－３－オール、フェニルブチノ－ルのようなアセチレンアルコー
ル類；３－メチル－３－ペンテン－１－イン、３，５－ジメチル－１－へキシン－３－イ
ンなどのアセチレン化合物；これらのアセチレン化合物とアルコキシシラン、アルコキシ
シロキサン、ハイドロジェンシラン、又はハイドロジェンシロキサンとを反応させたシロ
キサン変性アセチレンアルコール類；ベンゾトリアゾールのような窒素含有有機化合物；
有機リン化合物；オキシム化合物；有機クロム化合物が挙げられる。
【０１１７】
　これにより、この原材料組成物は、加熱前には三次元架橋が開始しないから長期間保存
ができ、一方、加熱によって三次元架橋が速やかに開始し迅速に三次元架橋が完了して硬
化し、反射層を形成する。しかも液状又はグリース状若しくは塑性の原材料組成物が有機
溶媒で希釈されたものであったとしても、有機溶媒の揮発が無い時のみならず揮発したと
きでさえ、塗装しても均一な塗膜を形成することができるので、反射層にむらができない
。
【０１１８】
　架橋剤や反応抑制剤は、シリコーンゴム原材料１００質量部に対して、夫々０．０１～
１０質量部含有されていることが好ましい。
【０１１９】
　このような原材料組成物は、レジストとしても用いられるものである。この原材料は、
加熱硬化型のレジストであり、例えば１００℃以上に加熱されると硬化する。その硬化の
際に、反応抑制剤を適宜選択することによりそれの温度依存性及び架橋開始温度制御性に
よって、硬化温度を適宜調整することができる。
【０１２０】
　この原材料組成物に、付加反応型の場合、主成分に加え、架橋剤、白金触媒、反応抑制
剤、補強剤、用途に応じたその他の種々の添加剤が配合されていてもよい。
【０１２１】
　この原材料組成物に、接着成分として接着性付与成分が含有されていてもよい。接着性
付与成分は、ビニル基、フェニル基、アルコシキ基、２，３－エポキシプロピル基(Ｃ2Ｈ

3Ｏ-)のようなエポキシ環含有基、（メタ）アクリロイル基のような反応性の官能基を有
するシラン化合物やシロキサン化合物が挙げられる。このような接着性付与成分は、具体
的には、ＣＨ2＝ＣＨＳｉ(ＯＣＨ3)3、Ｃ6Ｈ5Ｓｉ(ＯＣＨ3)3、ＣＨ2＝ＣＨＳｉ(ＯＣＨ2

Ｈ4ＯＣＨ3)3、Ｃ2Ｈ3Ｏ-ＣＨ2Ｏ(ＣＨ2)3Ｓｉ(ＯＣＨ3)3、Ｃ2Ｈ3Ｏ-ＣＨ2Ｏ(ＣＨ2)3Ｓ
ｉＣＨ3(ＯＣＨ3)2、ＣＨ2＝ＣＨ-ＣＯ-Ｏ(ＣＨ2)3ＳｉＣＨ3(ＯＣＨ3)2、ＣＨ2＝ＣＣＨ

3-ＣＯ-Ｏ(ＣＨ2)3ＳｉＣＨ3(ＯＣＨ3)2、２－(２，３－エポキシプロピルオキシプロピ
ル)－２、４，６，８－テトラメチル－シクロテトラシロキサン、２－(２，３－エポキシ
プロピルオキシプロピル)－２、４，６，８－テトラメチル－６－(トリメトキシシリルエ
チル)シクロテトラシロキサンなどが挙げられる。
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【０１２２】
　可撓性反射層３１が、シリコーンゴム製接着剤（不図示）を介することによって、可撓
性支持体３２に密着して接着されていてもよい。シリコーンゴム製接着剤として、例えば
、低分子シロキサンカット品ＳＥ－９１８６Ｌ（東レ・ダウコーニング株式会社製；商品
名）が挙げられる。
【０１２３】
　可撓性反射基材１１・３１中、シリコーンゴム１００質量部に対し、白色無機フィラー
粉末１５・３５が、反射層の膜厚によって調整されるが３～４００質量部含まれているこ
とが好ましい。白色無機フィラー粉末が、平均粒径０．１～１０μｍであると一層好まし
い。
【０１２４】
　白色無機フィラー粉末１５・３５は、例えば、酸化チタン、より具体的にはアナターゼ
型酸化チタンやルチル型酸化チタンが挙げられる。酸化チタンと共に、又はその代わりに
、アルミナや硫酸バリウム、マグネシア、チッ化アルミニウム、チッ化ホウ素（六方晶・
立方晶）、チタン酸バリウム、カオリン、シリカ、タルク、粉末マイカ、粉末ガラス、粉
末アルミニウム、粉末ニッケル、炭酸カルシウムのような無機白色顔料を、組み合わせて
用いてもよく単独で用いてもよい。無機白色顔料が、微粉末シリカであることが好ましい
。微粉末シリカは、電気特性を向上させ維持するためのものである。この原材料組成物に
、シリコーンゴム硬化物の体積抵抗率を、１×１０9Ω・ｃｍ以上に維持することができ
る。微粉末シリカは、結晶性シリカ・溶融性シリカ・煙霧性シリカが挙げられ、中でも煙
霧性シリカが好ましい。微粉末シリカのような無機白色顔料は、オルガノポリシロキサン
のようなシリコーンゴム原材料１００質量部に対し、０．２質量部以上、好ましくは０．
５～３０質量部であると、組成物を取扱い易い。
【０１２５】
　シリコーンゴムにアルミナや硫酸バリウムのような無機白色顔料のみを分散可能な最大
量を含有させても、光の漏洩を生じる恐れがあるが、このような無機白色顔料と共に酸化
チタン特に隠蔽力の大きいルチル型酸化チタンが共存していると、光の漏洩が無くなるの
で一層好ましい。
【０１２６】
　熱伝導性改善のために、チッ化アルミニウム、チッ化ホウ素（六方晶・立方晶）、アル
ミナを配合することが好ましい。なお、これらの熱伝導性材料をシリコーンゴムに分散充
填し、別途熱伝導層又は熱伝導部材として、本発明の可撓性反射基材を構成する一部とし
て積層又は載置してもよい。
【０１２７】
　例えば、堺化学工業株式会社製　商品名：ＧＴＲ－１００　ルチル型酸化チタン２００
質量部をシリコーン原材料１００質量部に配合し、寸法７０×７０ｍｍ、厚み０．８ｍｍ
のテストピースを作製し、熱伝導率と反射率を測定したところ、熱伝導率は１．２Ｗ／ｍ
・℃となり、反射率は４５０～１０００ｎｍの領域で９５％以上となった。一方、熱伝導
性向上配合として、堺化学工業株式会社製　商品名：ＧＴＲ－１００　ルチル型酸化チタ
ン１００質量部と昭和電工株式会社製　商品名：Ａ－４２－６　アルミナ１００質量部を
シリコーン原材料１００質量部に配合し、寸法７０×７０ｍｍ、厚み０．８ｍｍのテスト
ピースを作製し、熱伝導率と反射率を測定したところ、熱伝導率は１．４Ｗ／ｍ・℃とな
り、反射率は４５０～１０００ｎｍの領域で８５～９０％となった。また比較として、昭
和電工株式会社製　商品名：Ａ－４２－６　アルミナ２００質量部をシリコーン原材料１
００質量部に配合した寸法７０×７０ｍｍ、厚み０．８ｍｍのテストピースを作製し、熱
伝導率と反射率を測定したところ、熱伝導率は１．９Ｗ／ｍ・℃となり、反射率は４５０
～１０００ｎｍの領域で７５～８０％であった。この結果より、反射率９０％を維持しな
がら、熱伝導率を向上することができた。また必要に応じて積層したり配合したりして反
射率や熱伝導率を調整することができることが分かった。
【０１２８】
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　可撓性膜状反射層表面での光の散乱を増加させ反射率を向上させるために、白色無機フ
ィラー粉末と共に、蛍光体を可撓性膜状反射層に含有させ、それら粒子を表面から露出さ
せ、光を直接反射したり、光で基底状態から励起状態を経て基底状態へ戻るときに発する
蛍光やりん光を発光させたりしてもよい。このような蛍光体として、ハロゲン化リン酸塩
蛍光体やＥｕ等の希土類金属含有蛍光体やＹＡＧ(イットリウム アルミニウム ガーネッ
ト)蛍光体のような無機蛍光物資や有機蛍光物質が用いられる。
【０１２９】
　その他、補強材としては、シリカ、カオリン、炭酸カルシウム、炭酸亜鉛のような補強
性無機充填剤；シリコーンレジン粉末のような補強性有機充填剤などが配合されていても
よい。ケイ酸カルシウム、二酸化チタン等の非補強性無機充填剤が配合されていてもよい
。これらの補強材は、これ以外の成分の総量１００質量部に対し、０～２００質量部用い
られる。
【０１３０】
　可撓性反射基材１１・３１中の白色無機フィラー粉末１５・３５は、酸化チタン、中で
もアナターゼ型酸化チタンであると、近紫外ＬＥＤ、青色ＬＥＤの波長を反射するため一
層好ましい。アナターゼ型酸化チタンが、シリコーンゴム１００質量部に対し３質量部よ
り少ないと十分な反射性が得られず、一方４００質量部を超えると加工性が困難となり生
産性が低下してしまう。アナターゼ型酸化チタンは、シリコーンゴム１００質量部に対し
、３０～３００質量部含まれているとなお一層好ましい。アナターゼ型酸化チタンは、形
状に制限がなく任意の粒形状のもの、例えばフレーク状、不定形状、又は球状の粒子が使
用できるが、その粒径が０．０５～５０μｍ、好ましくは０．０５～３０μｍ、一層好ま
しくは０．１～１０μｍであり、また、酸化チタン表面をＡｌ、Ａｌ２Ｏ３、ＺｎＯ、Ｚ
ｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２などで処理した酸化チタンを用いると、酸化チタンの光触媒
による有機質の酸化分解反応を抑制することができるため、より長期間の使用に耐えるこ
とができる。
【０１３１】
　可撓性反射基材１１・３１に含有された白色の酸化チタン粉末、特にアナターゼ型酸化
チタン粉末は、ルチル型酸化チタンと比較し、遥かに分解触媒活性作用が大きい。アナタ
ーゼ型酸化チタン粉末は、無機物からなるタイルや外壁材のような建材などに添加されそ
の建材表面に付着した塵埃等の付着異物を分解するほどの強力な光分解触媒として作用す
るものであるから、通常、ポリカーボネート、ポリフタルアミド、ポリエーテルエーテル
ケトンのような熱可塑性樹脂等の様々な高分子化合物に添加されるとそれを分解し黄変さ
せたり、劣化してひび割れを生じさせたりしてしまう。しかし、シリコーンゴム、特にジ
メチルシロキシ繰返単位を主成分として含むシリコーンゴムは、アナターゼ型酸化チタン
に対しても化学的に安定であるから、この可撓性反射基材１１・３１は長期間に渡り黄変
のような変質も変形もしない。さらにアナターゼ型酸化チタン粉末の表面に、Ａｌ、Ａｌ

２Ｏ３、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、及び／又はＳｉＯ２などで表面処理を行うと、分解触媒活性
作用が抑制され、より長期間に渡り黄変のような変質を防止できたり、シリコーンゴムへ
の分散性が向上して可撓性膜状反射層の反射率が一層向上したりする。表面処理は、酸化
チタンと、これらの表面処理剤の原末と混練、又はこれら表面処理剤の原末を含有する懸
濁液への浸漬又は噴霧等によって施される。市販の表面処理酸化チタンを用いてもよい。
酸化チタンが表面処理されていると白色性が高まり、可撓性膜状反射層の反射率が一層向
上する。
【０１３２】
　この可撓性反射基材の可撓性膜状反射層の表面が、１００ｎｍ～１０μｍ程度のナノメ
ートル乃至マイクロメートルオーダーの凹凸形状、角錐状や角柱状のプリズム形状、エッ
チング処理やサンドブラスト処理などによる梨地面形状となって非鏡面であると、入射し
た光が四方八方へ拡散し、鏡面のような特定方向への反射よりも拡散反射率が向上し、光
の反射ムラを低減して、白色度が高くなって、反射効率が一層向上する。
【０１３３】
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　このような可撓性支持体は、所謂フレキシブルプリントサーキット（ＦＰＣ）のように
フレキシブルなものであれば特に限定されず、柔軟な軟質のシートや撓むと付勢される程
度の硬質なシートであってもよく、様々な素子に内蔵されてさほど面積をとらない微小な
ワーキングチップであってもよい。可撓性支持体は、導電性を有するものや、熱伝導性・
放熱性を有するものであってもよい。可撓性支持体３２を、厚さ５～３００μｍのプラス
チックフィルム又は金属薄膜とすることができる。又、プラスチックフィルムはプラスチ
ックが好ましい。プラスチックフィルムとしては、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポ
リブチレンテレフタレート樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、プラスチックフィルムとし
てはポリカーボネート樹脂、フッ素樹脂、ポリイミド樹脂、ポリフェニレンサルファイド
樹脂、アラミド樹脂、ポリエーテルエーテル樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、液晶ポリマ
ー、ポリエーテルサルフォン樹脂、シクロオレフィン樹脂、シリコーン樹脂、及びシリコ
ーンゴムが挙げられ、中でも、耐熱性、剛性の点からポリイミド樹脂が好ましい。金属薄
膜は、アルミニウム箔、銅箔、ニッケル箔などが挙げられる。
【０１３４】
　図７は、ポリジメチルシロキサンのみとポリフェニルシロキサンのみとから夫々成るシ
リコーンゴム１００質量部中に、シランカップリング処理されたＡｌ２Ｏ３で表面処理さ
れたアナターゼ型酸化チタン、Ａｌ２Ｏ３で表面処理されたルチル型酸化チタン、アルミ
ナ（Ａｌ２Ｏ３）の２００質量部が、各々分散されつつ含有された可撓性反射基材につい
て、照射波長と、それの反射率との相関関係を示す図である。
【０１３５】
　図７から明らかな通り、低屈折率のポリジメチルシロキサンからなる可撓性反射基材は
、高屈折率のポリフェニルシロキサンからなるものよりも、アナターゼ型酸化チタン及び
ルチル型酸化チタンを含有する何れでも、波長２００～１０００ｎｍ、とりわけ３５０～
１０００ｎｍの広範囲に渡り、反射率は３％高い。
【０１３６】
　また、ポリジメチルシロキサンとポリフェニルシロキサンとの何れの可撓性反射基材も
、波長４００ｎｍで、ルチル型酸化チタン含有のものの反射率は僅か３０％程度であるの
に対し、アナターゼ型酸化チタン含有のものの反射率は８０％を超えている。しかもアナ
ターゼ型酸化チタン含有のものは、ルチル型酸化チタン含有のものよりも、波長３８０～
４２０ｎｍで特に、反射率が４０％も高くなっている。一方、波長４２０～１０００ｎｍ
の領域ではルチル型酸化チタンの反射率が６％高い。
【０１３７】
　アナターゼ型酸化チタンの屈折率は２.４５～２.５５であるのに対し、ルチル型酸化チ
タンの屈折率は２.６１～２.９０である。一方、アルミナの屈折率は約１．７６である。
アナターゼ型酸化チタンもルチル型酸化チタンと同様にアルミナよりも屈折率が高いから
、より白色を呈する。
【０１３８】
　アルミナは、酸化チタンよりも屈折率が低い反面、熱伝導性が高く、放熱性に優れてい
る。しかも図７から明らかな通り、アルミナを含有したポリジメチルシロキサンの可撓性
反射基材は、アルミナを含有したポリフェニルシロキサンのものよりも、波長３４０～１
０００ｎｍで反射率は６～９％高い。従来、アルミナを含有したポリフェニルシロキサン
のみからなる従来のシリコーンゴムでは、波長４００ｎｍ以上の反射率が８０％程度であ
り反射基材として不向きであったが、ベースポリマーをポリジメチルシロキサンのような
ジメチルシロキシ繰返単位が主成分であるシリコーンゴムにすることにより、白色無機フ
ィラー粉末をアルミナにしても、波長４００ｎｍ以上で反射率が９０％以上となり、反射
基材として好適となる。
【０１３９】
　従って、ジメチルシロキシ繰返単位を主成分として含むシリコーンゴムを用いつつ白色
無機フィラー粉末１５・３５を適宜選択することにより、反射性と放熱性とを有すること
ができるが、白色無機フィラー粉末１５・３５として酸化チタンを選択した場合には反射
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性向上を重視し、アルミナを選択した場合には放熱性向上を重視し、併用することにより
反射性及び熱放射性を調節するという目的用途に応じた可撓性反射基材１０・３０を、得
ることができる。
【０１４０】
　図８は、ポリフェニルシロキサンのみから成るシリコーンゴム１００質量部中に、アナ
ターゼ型酸化チタン、ルチル型酸化チタンの２００質量部が、各々分散されつつ含有され
た可撓性反射基材を１５０℃で１０００時間加熱した前後において、照射波長と、それの
反射率との相関関係を示す図である。
【０１４１】
　図８から明らかな通り、波長４６０ｎｍで、ルチル型酸化チタン含有のポリフェニルシ
ロキサンのみからなるシリコーンゴムの反射率は９７％であるのに対し、ルチル型酸化チ
タン含有のポリジメチルシロキサンのみからなるシリコーンゴムの反射率は１００％を超
えている。ポリジメチルシロキサンのみからなるシリコーンゴムは、ポリフェニルシロキ
サンのみからなるシリコーンゴムよりも、全波長領域において、反射率が高くなっている
結果であった。一方、ルチル型酸化チタン含有のポリジメチルシロキサンのみからなるシ
リコーンゴムの反射率も１００％を超えていた。
【０１４２】
　可撓性反射基材１０・３０は、シリコーンゴム原材料と白色無機フィラー粉末１５・３
５と必要に応じシランカップリング剤とが含有された液状又はグリース状若しくは塑性の
原材料組成物を用いて、付加反応により無溶媒下で加熱硬化するものであり、型を用いて
、コンプレッション成形、射出成形、トランスファー成形、射出成形（ＬＩＭＳ）、押し
出し成形、カレンダー成形のような方法で可撓性支持体上に形成される。このような液状
又はグリース状若しくは塑性の原材料組成物は、コーターを用いて１～２０００μｍの適
切な厚さとなるように調整しながら、塗布されてもよい。また、この原材料組成物を用い
て、可撓性膜状反射層を形成するには、シリコーンゴム原材料組成物を、直接、又は適当
な粘度に調整した後、スクリーン印刷、バーコーター、ロールコーター、リバースコータ
ー、グラビアコーター、エアナイフコーター、スプレーコーター、カーテンコーターによ
り、さらに薄膜の塗工には、高精度のオフセットコーター、多段ロールコーターなどの公
知の塗布方法により、塗布してもよい。
【０１４３】
　シランカップリング剤は、反応性官能基として、アルキルオキシ基やビニル基やアミノ
基やエポキシ基を有するものが挙げられる。カップリング剤としては、シランカップリン
グ剤の他に、チタネートやアルミネートのカップリング剤でもよい。この組成物にシラン
カップリング剤が含まれていると、それが含まれていない場合よりも、シリコーンゴムが
、白色無機フィラー粉末例えばアナターゼ型酸化チタンを網目構造の中に確りと取り込む
ため、それの強度が顕著に強くなる。特に、シランカップリング剤処理された白色無機フ
ィラー粉末含有の可撓性反射基材は、白色無機フィラー粉末がシランカップリング剤を介
してシリコーンと架橋しているため、曲げ強度、濡れ性・分散性が向上しており、高品質
のものとなる。このようなシランカップリング処理は、例えばアナターゼ型酸化チタンに
対し１質量％のシランカップリング剤を添加し、ヘンシェルミキサーで撹拌して表面処理
を行い、１００～１３０℃で、３０～９０分間、乾燥させるというものである。
【０１４４】
　そのシランカップリング処理の有無による可撓性反射基材の曲げ強度と硬度とを、表１
に示す。可撓性支持体として７５μｍ厚のポリイミド製のフィルムを用いた。３０μｍ厚
でアナターゼ型酸化チタンの２００質量部を分散することにより作製した可撓性反射層を
、一液型加熱硬化シリコーンゴム接着剤Ｘ－３２－１９６４（信越化学工業株式会社製；
商品名）を用い、シランカップリング剤としてＮｏ．４を用いて処理した。可撓性支持体
にシランカップリング剤含有組成物を塗布してから、加熱し、可撓性反射基材を作製し、
各種物性について、検討した。この可撓性反射基材を、Ｒ２０ｍｍのロールで９０°に曲
げ、それを開放する試験を３０万回繰り返して行い、反射層の剥離、クラックなど外観の
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変化を確認した。
【０１４５】
【表１】

【０１４６】
　表１から明らかな通り、このシランカップリング処理により可撓性反射基材の剥離強度
が、向上している。
【０１４７】
　可撓性膜状反射層１１・１５は、研磨、粗面化、及び／又はケミカルエッチングによっ
て、白色無機フィラー粉末の一部を、反射層表面から露出させていてもよい。研磨は、具
体的には、粗さ５００～１００００番の研磨布紙、例えば紙やすりで擦ったり、微粒子含
有研磨剤で磨いたり、砥石で磨くホーニングを行ったり、布皮などの柔軟材料で擦るバフ
研磨を行ったり、表面をエンボス加工してやすりのような凹凸を付したローラーを高速回
転させながら接触させたりして、シリコーンゴムの表面に白色無機フィラーを露出させる
ものである。粗面化は、具体的には、金属粗粒、砂又は研磨剤を吹き付けるサンドブラス
トや梨地加工を行ったり、研磨剤を懸濁した液を噴射するウェットブラストを行ったり、
金属やすり等で擦傷したり、金属ブラシや金属タワシやスチールウールで毛掻いたり、紫
外線照射による洗浄処理や、コロナ放電処理により、有機物を除去して、シリコーンゴム
の表面に、白色無機フィラー粉末が露出するまで物理的に付して表面加工するというもの
である。ケミカルエッチングは、具体的には、塩酸、硫酸、硝酸、フッ化水素酸のような
強酸による酸処理を行ったり、苛性ソーダなどでアルカリ処理をしたりして、シリコーン
ゴムの表面に、白色無機フィラー粉末が露出するまで化学的に付して表面加工するという
ものである。可撓性膜状反射層の研磨による粗面化の場合、材料硬度はＪＩＳ　Ｋ　６２
５３　に準拠したＪＩＳ　Ａ硬度計で６０以上あると容易に研磨することができるので望
ましい。
【０１４８】
　このような研磨や粗面化やケミカルエッチングにより露出した白色無機フィラー粉末の
粒子表面で、光が反射することから、反射効率が一層向上する。物理的研磨がより好まし
い。
【０１４９】
　図９は、ポリジメチルシロキサンのみから成るシリコーンゴム１００質量部中に、白色
無機フィラー粉末としてアナターゼ型酸化チタンとルチル型酸化チタンの１００質量部が
、夫々分散されつつ含有された可撓性反射基材について、＃１５００の紙やすりで、表面
を擦って研磨した前後における照射波長と、それの反射率との相関関係を示す図である。
【０１５０】
　図９から明らかな通り、これらの粗面化した可撓性反射基材は、ポリジメチルシロキサ
ン、ポリフェニルシロキサンにおいても白色無機フィラー粉末がアナターゼ型酸化チタン
であるかルチル型酸化チタンであるかに関わらず、波長２００～１０００ｎｍの広範囲に
渡り、反射率は３％程度高い。しかも、可撓性反射基材は、ＪＩＳ　Ｋ７３７５に準拠し
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、標準白板を１００としたとき、同じく１００程度の反射率相対値を示し、反射効率が高
いことが示された。
【０１５１】
　特に、図９に示す通り、ルチル型酸化チタンを含有するポリジメチルシロキサンのみか
ら成る可撓性反射基材は、反射率が１００％を越え、反射効率が極めて高いものであった
。
【０１５２】
　これらの表面を粗面化した可撓性反射基材は、金属と接着し易く、そのシリコーンゴム
の表面で、金属膜が確りと付され易くなる。また、カップリング処理された白色無機フィ
ラー粉末を用いた可撓性反射基材においても同様に接着し易くなり両者を組み合わせると
更に接着しやすくなる。金属膜は、銅、銀、金、ニッケル、パラジウム等のめっき被膜、
金属蒸着被膜、接着剤、金属溶射で接着された金属箔膜が挙げられる。
【０１５３】
　金属膜は、可撓性反射基材に直接、めっきされ、金属蒸着され、又は金属箔膜を接着剤
で接着されて形成されていてもよい。可撓性反射基材が予めコロナ処理、プラズマ処理、
紫外線処理、フレーム処理、イトロ処理され、あるいはポリパラキシリレンでコーティン
グ処理されて下塗りされ、その上に蒸着等による金属膜で被覆されてもよい。
【０１５４】
　金属膜の形成方法の一例は、以下の通りである。白色無機フィラー粉末が含有されて板
状に形成された可撓性反射基材に、マスキング材としてフィルムを貼付する。次にポリパ
ラキシリレン類である「パリレンＣ」（日本パリレン株式会社製の商品名；「パリレン」
は登録商標；-[(ＣＨ２)-Ｃ６Ｈ３Ｃｌ-(ＣＨ２)]ｎ-）の被膜を設けるため、「パリレン
Ｃ」の原料ダイマーである粉末状のモノクロロパラキシリレン類２量体を気化室に入れ減
圧下で加熱して、蒸発したダイマーが熱分解室に誘導され反応性の高いパラキシリレンモ
ノマーのラジカルとした後、反射基材に蒸着させて０．５～５ミクロン、好ましくは１～
２ミクロンのポリパラキシリレン類コーティング処理し、下塗り層を形成して調製する。
その下塗り層の上に、真空蒸着により、金属層として厚さ数ミクロンの銀層を形成させる
。その後、マスキング材を剥がすと、金属膜が付されてしかもガス透過係数や絶縁抵抗の
小さい可撓性反射基材が得られる。
【０１５５】
　金属蒸着に代え、金属めっき、金属箔膜の接着であってもよく、それの調製方法は、特
に限定されない。
【０１５６】
　めっきの方法としては、まず白色無機フィラー粉末が含有されて板状に形成された可撓
性反射基材を、酸又はアルカリを用いて表面を粗面化し、その後、無電解ニッケルめっき
によってニッケルめっきし、その後電解めっきにより銅めっきをする。さらに用途に合わ
せ金や銀のめっきを行う。
【０１５７】
　銅箔を貼り合わせる方法としては、銅箔の裏面に接着剤層を形成し、その接着剤層側を
、白色無機フィラー粉末が含有されてシート状に形成されたシリコーンゴム製可撓性反射
層に貼り合わせ油圧プレスにて加熱硬化させ、架橋接着をすることができる。銅箔はロー
ル状の連続シートであってもそれを裁断した個別シートであってもよい。巻かれているロ
ール状に巻かれた銅箔を、引き出し、シリコーン樹脂製反射基材と貼り合わせてから、再
度、ロール状に巻き取られてもよい。
【０１５８】
　このように可撓性支持体の上に金属層を設け、その金属層に回路をエッチングにより形
成し、発光ダイオードチップを結線する部分及び搭載する部分を除いて、シルク印刷によ
りシリコーンゴム原材料組成物を塗布し、可撓性膜状反射層を形成する場合、前記回路と
可撓性膜状反射層の間に、ガスバリア層を設けてもよい。可撓性膜状反射層は、三次元架
橋したシリコーンゴム及び無機フィラー粉末よりなるので、エポキシ樹脂などの通常の樹
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脂よりもガス透過性が高いため、回路の金属層が腐食され酸化皮膜を形成するため可撓性
膜状反射層と金属層の間で剥離が発生する場合がある。これを防止するためガスバリア性
を有する皮膜を可撓性膜状反射層と金属層の間に形成するとよい。ガスバリア層も、可撓
性を有している。ガスバリア層の厚みとしては、１～３０μｍが好ましく、材料としては
、シリコーンゴムよりガス透過性が小さい樹脂であれば適宜選択して使用することができ
るが、エポキシ樹脂などのフォトレジストや、パラキシリレンコート、ポリイミド樹脂、
ポリパラキシリレン、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、ポリアミドなどが特に望ましい。
【０１５９】
　シリコーンゴム製可撓性膜状反射層の上に金属箔や金属めっきを付してもよい。また、
銅箔にシリコーンゴム原材料組成物を塗工し基板に貼り合わせてエッチングしパターンを
作製してもよく、基板にシリコーンゴムを塗工しその後めっきを付してもよい。
【０１６０】
　可撓性反射基材は、一般的な白熱電球やハロゲンランプやＬＥＤ等による電気スタンド
のような照明装置の他、太陽電池のように光を反射するのに用いてもよく、電気ストーブ
や燃焼ストーブ等の熱源近傍の壁や什器に貼付して赤外線を反射させ加熱効率を上げたり
壁や什器の対熱保護のために用いられたりしてもよい。
【実施例】
【０１６１】
　以下に、本発明の可撓性反射基材を試作し、装置に組み込んだ例を示す。
【０１６２】
（実施例１）
　初期反射率の比較
（ポリフェニルシロキサンゴムとポリジメチルシロキサンゴムとの比較）
　ポリフェニルシロキサンゴム（商品名ＸＥ１４－Ｃ２５０８：モメンティブ・パフォー
マンス・マテリアルズ）とポリジメチルシロキサンゴム（商品名ＩＶＳＭ４５００：モメ
ンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ社製）を用いて、アナターゼ型酸化チタン（商
品名Ａ－９５０：堺化学工業株式会社製）とルチル型酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００
；堺化学工業株式会社製；平均粒径０．２６μｍ）とアルミナ（商品名ＡＥＳ１２：住友
化学株式会社製）を各々２００質量部添加し、加熱プレスにて、２５μｍのポリイミドを
支持体に１５０℃で１０分間の硬化条件によって、縦７０ｍｍ、横７０ｍｍ、厚さ５０μ
ｍのシリコーンゴム白色可撓性膜状反射層を有する可撓性反射基材を作製した。なお、硬
化後のシリコーンゴム白色反射層の硬度はショアーＤ３０～５０の範囲にあり、ゴム弾性
の性質を有していた。それぞれの反射率を、分光光度計ＵＶ－３１５０（株式会社島津製
作所製）を用いて測定した。その結果を示す図７よりすべてにおいてポリジメチルシロキ
サンをベースポリマーとした場合３～５％の反射率の向上が見られた。
【０１６３】
（実施例２）
　高温での経時後の反射率
　ポリフェニルシロキサンゴム（商品名ＸＥ１４－Ｃ２５０８：モメンティブ・パフォー
マンス・マテリアルズ）とポリジメチルシロキサンゴム（商品名ＩＶＳＭ４５００：モメ
ンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ社製）にアナターゼ型酸化チタン（商品名Ａ－
９５０：堺化学工業株式会社製）とルチル型酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００；堺化学
工業株式会社製）をそれぞれ２００質量部添加し、加熱プレスにて、２５μｍのポリイミ
ドの支持体に１５０℃で１０分間の硬化条件によって、縦７０ｍｍ、横７０ｍｍ、厚さ５
０μｍのシリコーンゴム白色可撓性膜状反射層を有する可撓性反射基材を作製した。１５
０℃で１０００時間、加熱経過後の反射率を、分光光度計ＵＶ－３１５０（株式会社島津
製作所製）を用いて測定した。その結果を示す図８より、ポリフェニルシロキサンゴムの
可撓性反射基材は短波長側で反射率の低下が見られるのに対し、ポリジメチルシロキサン
ゴムの可撓性反射基材は反射率の低下が見られない。
【０１６４】
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（実施例３）
　ポリジメチルシロキサンゴム（商品名ＩＶＳＭ４５００：モメンティブ・パフォーマン
ス・マテリアルズ社製）にアナターゼ型酸化チタン（商品名Ａ－９５０：堺化学工業株式
会社製）とルチル型酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００；堺化学工業株式会社製）をそれ
ぞれ１００質量部添加し、加熱プレスにて、２５μｍのポリイミドの支持体に１５０℃で
１０分間の硬化条件によって、縦７０ｍｍ、横７０ｍｍ、厚さ５０μｍのシリコーンゴム
白色可撓性膜状反射層を有する可撓性反射基材を作製した。それぞれの反射率を、分光光
度計（商品名ＵＶ－３１５０；株式会社島津製作所製）を用いて初期反射率を測定した後
、＃１５００のサンドペーパーでシリコーンゴム白色可撓性膜状反射層の表面をそれぞれ
研磨し、再度反射率を測定した。その結果を示す図９より、研磨などで表面加工を行うこ
とにより２～３％反射率が向上した。
【０１６５】
　以上から明らかな通り、ポリフェニルシロキサンゴムの可撓性反射基材は、十分な反射
率を有している。ポリジメチルシロキサンをベースポリマーとした場合ポリフェニルシロ
キサンをベースにした場合よりも反射率が高くさらには１０００時間経過後でも反射率の
低下は見られない。これより黄変したり劣化したりすることが無いため、耐光性、耐熱性
、耐候性に優れており、有用な反射材料であることがわかった。また表面加工をすること
によって、反射率が向上するとも分かった。
【０１６６】
（実施例４）
　ポリジメチルシロキサンゴム（商品名ＩＶＳＭ４５００：モメンティブ・パフォーマン
ス・マテリアルズ社製）にシリコーンゴム１００質量部に対してルチル型酸化チタン（商
品名ＧＴＲ－１００；堺化学工業株式会社製）を１００質量部添加し、加熱プレスにて、
２５μｍのポリイミドの支持体に１５０℃で１０分間の硬化条件によって、縦７０ｍｍ、
横７０ｍｍ、厚さ５０μｍのシリコーンゴム白色可撓性膜状反射層を有する可撓性反射基
材を作製した。
【０１６７】
（比較例１）
　エポキシ樹脂１００質量部に対してルチル型酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００；堺化
学工業株式会社製）を１００質量部添加したエポキシ樹脂組成物を用いたこと以外は、実
施例４と同様にして、エポキシ樹脂白色反射シートを作製した。
【０１６８】
　実施例４の可撓性反射基材と比較例１の反射シートとを、実施例２と同様に耐熱性試験
を行った。加熱前と１５０℃で１０００時間加熱経過後の反射率を、分光光度計ＵＶ－３
１５０（株式会社島津製作所製）を用いて測定した。その結果を図１０に示す。図１０か
ら明らかな通り、エポキシ樹脂白色反射シートは全波長領域でポリジメチルシロキサンゴ
ム製可撓性反射基材より反射率が低い。また、加熱経時したエポキシ樹脂白色反射シート
は、短波長側で著しい反射率の低下が見られるのに対し、ポリジメチルシロキサンゴム製
可撓性反射基材は反射率の低下が見られない。
【０１６９】
（実施例５）
　支持体として、２５μｍのポリイミドフィルムに１５μｍの銅めっきを施した。これに
フォトレジストを用いて、エッチング加工により回路を形成した。次に、アナターゼ型酸
化チタンをシリコーンゴム１００質量部に対して１５０～２００質量部の範囲で配合を変
え、必要によりシリコーンゴムパウダーを夫々適量ずつ加えてアナターゼ型酸化チタン含
有白色反射材用の原材料組成物となし、これを回路の表面にＬＥＤチップ及び配線を行う
部分を除いて、スクリーン印刷を用いて３０μｍの厚みで塗布し、１５０℃×１時間加熱
し、可撓性反射層を形成した。このとき反射層の硬さはＪＩＳ　Ａ型硬度計で５、１０、
２０、５０、８０、ＪＩＳ　Ｄ型硬度計で３０、５０の硬度を有するシリコーンゴム製可
撓性白色反射基材を作製した。
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【０１７０】
（比較例２）
　別のシリコーン樹脂を用いてＪＩＳ　Ｄ型硬度計で７０の反射層を有するシリコーン樹
脂製白色反射基材を作製した。
【０１７１】
　実施例５と比較例２とのシリコーン樹脂製白色反射基材を、その反射層が外側になるよ
うにしながら、Ｒ５ｍｍのロールに巻き付け、それを開放する試験を３００００回繰り返
して行い、反射層の剥離、クラックなど外観の変化を確認した。その結果を、表２に示す
。表２から明らかな通り可撓性反射層には変化が見られなかった。
【０１７２】
【表２】

【０１７３】
　一方比較例２のＪＩＳ　Ｄ型硬度計で７０の硬度の反射層を有するシリコーン樹脂製白
色反射基材は反射層に可撓性が無いため初期からクラックが入った。
【０１７４】
（実施例６）
　実施例５及び比較例２で用いた試料を１５０℃×１０００時間の高温試験により外観に
変化が無いか比較試験を行った。その結果を表３にまとめて示す。
【０１７５】
　表３から明らかな通り、実施例５の可撓性反射層には変化が見られなかった。一方、比
較例のＪＩＳ　Ｄ型硬度計で７０の硬度の反射層を有する反射基材は線膨張に追従できず
、初期からクラックが入っていた。
【０１７６】
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【表３】

【０１７７】
　このことから明らかな通り、実施例５及び６のような本発明を適用するシリコーンゴム
原材料組成物からなる反射層は、支持体の可撓性に追随し、加熱における線膨張の違いに
よる応力も緩和でき良好な結果を有する。
【０１７８】
（実施例７）
　支持体として、２５μｍのポリイミドフィルムに１５μｍの銅めっきを施した。この銅
めっきにフォトレジストを用いて、エッチング加工により回路を形成した。この回路の表
面にＬＥＤチップ及びその配線を行う部分を除いてポリイミドワニス（商品名；ＦＣ－１
１４　ファイン・ポリイミドワニス：ファインケミカルジャパン社製）を２回塗りして加
熱硬化し膜厚４μｍのガスバリアー層を設けた。しかる後、実施例５と同様にして可撓性
反射基材（ともに反射層の硬度はＪＩＳ　Ａ硬度計で８０）を作製した。
【０１７９】
　実施例５及び実施例７の可撓性反射基材を２８０℃の半田ディップ層に１０秒間３回浸
漬した。その結果、実施例５の可撓性反射基材は、金属層と可撓性膜状反射層との間で層
間剥離が生じたが、実施例７の可撓性反射基材は、剥離は生じず変化が見られなかった。
【０１８０】
（比較例３）
　実施例５のシリコーンゴム原材料組成物よりなる可撓性反射層に変えてエポキシ樹脂を
用いたこと以外は、実施例５と同様にしてエポキシ樹脂製反射基材を得た。
　実施例５の可撓性反射基材及び比較例３のエポキシ樹脂製反射基材を波長４００ｎｍの
光源を５０００時間照射した。その結果、実施例５の可撓性反射基材は、外観、反射率共
に変化は確認されなかったが、比較例３のエポキシ樹脂製反射基材は、外観が褐色に変化
し短波長側の反射率が大幅に低下した。
【０１８１】
（実施例８）
　シリコーン接着剤（商品名Ｘ－３２－１９６４：信越化学工業株式会社製）にルチル型
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酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００；堺化学工業株式会社製）を１００質量部添加しさら
に反応抑制剤としてアセチレンアルコールを０．０１部添加し可撓性反射基材に用いる液
状の原材料組成物（粘度６００Ｐａ・ｓ）を得た。この保存缶を開封後、室温において７
日間放置し粘度を測定した結果変化が見られず、酸化チタンの沈降が見られず、１５０℃
１時間の加熱硬化においても反射率、硬さとも初期の原材料組成物のものと同じ特性を示
し、長期の保管性を示し、また図２のようにＬＥＤを実装でき、量産において生産性に優
れていることが分かった。
【０１８２】
（比較例４）
　一液型エポキシ樹脂性レジストインクにおいては、その保存缶の開封後、室温において
２４時間放置し確認した結果、外周が硬化し内部がゲル化し使用ができない状況であった
。
【０１８３】
（実施例９）
　チップオンフィルム（以下ＣＯＦとする）として、厚さ３８μｍのポリイミドフィルム
に厚さ８μｍの導体（銅箔）に回路を形成し、ランドパターン部を除いてガスバリア層と
してポリイミドワニス（商品名；ＦＣ－１１４　ファイン・ポリイミドワニス：ファイン
ケミカルジャパン社製）を２回塗りして加熱硬化し膜厚４μｍのガスバリアー層を設けた
のち、スクリーン印刷により、ランドパターン部を除き、白色無機フィラー含有の原材料
組成物を３０μｍ塗布し、１５０℃×１時間で硬化させ、可撓性膜状反射層を形成し、Ｃ
ＯＦの可撓性反射基材を得た。白色無機フィラー含有の原材料組成物はポリジメチルシロ
キサンゴム（商品名ＩＶＳＭ４５００：モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ社
製）１００質量部にアナターゼ型酸化チタン（商品名Ａ－９５０：堺化学工業株式会社製
）とルチル型酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００；堺化学工業株式会社製）を８０質量部
添加したものである。この可撓性反射基材に日亜化学製白色ＬＥＤパッケージＮＳＳＷ０
６４を直接ランド部の上にマウントし、鉛フリーリフローに通しハンダを行い、高反射Ｃ
ＯＦ基板のフレキシブルＬＥＤ照明基板を得た。この基板は可撓性に優れ厚みも薄く曲面
にあわせて狭いところに入れられ、熱による黄変もない反射率９８％のＣＯＦとなった。
また、金属と可撓性膜状反射層との剥離も認めれなかった。
【０１８４】
（実施例１０）
　実施例９と同様にしてＣＯＦの可撓性反射基材を得た。そこにベアチップ（ＬＥＤ素子
自体）を直接基板上のランドパターンに実装しワイヤー（金線）ボンディングし、シリコ
ーン透明樹脂で封止を行い、フレキシブルＬＥＤ照明基板を得た。この基板は熱による黄
変もなく反射率９８％のＣＯＦとなった。
【０１８５】
（実施例１１）
　実施例１０と同様にしてＣＯＦの可撓性反射基材を得た。そこにベアチップ（ＬＥＤ素
子自体）を直接基板上のパターンに実装しワイヤー（金線）ボンディングし、シリコーン
透明樹脂で封止を行った。さらに、樹脂封止されたベアチップ周辺を囲むようにして反射
枠として酸化チタン含有シリコーンゴム原材料組成物をディスペンサーにより、高さ０．
５ｍｍで吐出したのち１５０℃×１時間で硬化させ厚物成形を行いシリコーンゴム製可撓
性反射枠付高反射ＣＯＦを得た。
【０１８６】
（実施例１２）
　実施例９と同様にして回路を形成した後、φ１ｍｍに収まるランドパターン部を除いて
酸化チタン含有ジメチルシリコーンゴム原材料組成物をスクリーン印刷により塗布し、１
５０℃×１時間で硬化させ、φ１ｍｍの微細なランドパターンにダレることなく反射層を
形成することができた。
【０１８７】
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（実施例１３）
　実施例９と同様にして回路を形成した後、φ１ｍｍに収まるランドパターン部を除いて
酸化チタン含有ジメチルシリコーンゴム原材料組成物をスクリーン印刷により塗布し、１
５０℃×１時間で硬化させ、φ１ｍｍの微細なランドパターンにダレることなく反射層を
形成することができた。更に、サンドペーパー＃１０００を用い表面を研磨し、酸化チタ
ン粉末を露出させた基板の反射率を測定したところ、３％の反射率向上が見られた。
【０１８８】
（実施例１４）
　実施例９と同様にして回路を形成した後、φ１ｍｍに収まるランドパターン部を除いて
無機白色フィラー粉末としてアナターゼ酸化チタンを１００質量部、ＹＡＧ蛍光体を３質
量部含有させたジメチルシリコーンゴム原材料組成物をスクリーン印刷により塗布し、１
５０℃×１時間で硬化させ、φ１ｍｍの微細なランドパターンにダレることなく可撓性反
射層を形成することができた。サンドペーパー＃１０００を用い表面を研磨し、無機白色
フィラー粉末を露出させた基板の反射率を測定したところ９０％であった。４００～５０
０ｎｍの吸収が確認されその分反射率が低下したものの十分な反射率を維持できるととも
に、５５０ｎｍの励起光が確認された。
【０１８９】
（実施例１５）
　支持体として、２５μｍのポリイミドフィルムにプラズマ処理を行い、プライマー処理
を行い可撓性反射層として、シリコーンゴム１００質量部に対してアルミナで表面処理を
行ったアナターゼ型酸化チタン２００質量部を配合し分散させ３０μｍの厚みで塗布し、
その支持体の反対の面にはシリコーン粘着剤を３０μｍで塗工し、離型シートを積層し、
１５０℃×１時間加熱し、可撓性反射層と粘着層を有したカバーレイフィルムを得た。こ
のカバーレイフィルムを、回路を設けてあるＦＲ－４基板にランドパターンを逃がすよう
に穴を開け、位置を合わせて、貼り合わせた。
【０１９０】
（実施例１６）
　シリコーン樹脂原材料組成物を調製後、シロキシ基繰返単位を４～１０とする低分子量
ポリシロキサンを３００ｐｐｍ未満になるまで、減圧下及び／又は２００℃で維持した後
、常圧に戻して用いたこと以外は、実施例１～１５と同様にして、シリコーン樹脂製反射
基材を作製し、夫々ＬＥＤを実装してＬＥＤ照明基板を製造したところ、何れも電気接点
障害、くもりの発生による照度低下などの現象は、認められなかった。
【０１９１】
（実施例１７）
　酸化チタンを、前記化学式（１）で示される反応性基含有ポリシロキサンをシランカッ
プリング剤として浸漬し、表面処理したこと以外は、実施例１と同様にして、シリコーン
樹脂製反射基材を作製したところ、表面処理しない場合よりも、前記表1で示す場合と同
様に、樹脂製反射基材の曲げ強度と硬度とが、向上していた。
【０１９２】
（製造例１）
　チップオンボード（以下ＣＯＢとする）として、ガラエポ基板（ＦＲ－４基板）に導体
厚み８μｍ（銅箔）に回路を形成しランドパターン部を除き、ガスバリア層としてエポキ
シ樹脂でコーティングし１５０℃×４時間で硬化させたのち、スクリーン印刷により酸化
チタン含有のシリコーンゴム原材料組成物（シリコーンゴム原材料組成物はポリジメチル
シロキサンゴム（商品名ＩＶＳＭ４５００：モメンティブ・パフォーマンス・マテリアル
ズ社製）１００質量部にアナターゼ型酸化チタン（商品名Ａ－９５０：堺化学工業株式会
社製）とルチル型酸化チタン（商品名ＧＴＲ－１００；堺化学工業株式会社製）を８０質
量部添加したもの）を塗布し、１５０℃×１時間で硬化させ、ＣＯＦのシリコーンゴム製
可撓性反射層を有する反射基材を得た。そこに日亜化学製白色ＬＥＤパッケージＮＳＳＷ
０６４を直接フィルム上にマウントし、鉛フリーリフローに通しハンダを行い、高反射Ｃ
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ＯＢ基板を得た。
【０１９３】
（製造例２）
　製造例１と同様にしてＣＯＢのシリコーンゴム製可撓性反射層を有する基材を得た。そ
こにベアチップ（ＬＥＤ素子自体）を直接基板上のランドパターンに実装しワイヤー（金
線）ボンディングし、シリコーン透明樹脂で封止を行い、ガラスエポキシＬＥＤ照明基板
を得た。この基板は熱による黄変もなく反射率９８％のＣＯＢとなった。
【０１９４】
（製造例３）
　ＣＯＢとしてＢＴレジン製基板（三菱ガス化学株式会社製）に導体厚み８μｍ（銅箔）
を形成しランドパターン部を除き、ガスバリア層としてエポキシ樹脂を２０μｍコーティ
ングし１５０℃×４時間で硬化させたのち、可撓性反射層をスクリーン印刷により塗布し
、１５０℃×１時間で硬化させ、ＣＯＢのシリコーンゴム製可撓性反射層を有する基材を
得た。そこにベアチップ（ＬＥＤ素子自体）を直接基板上のパターンに実装しワイヤー（
金線）ボンディングしシリコーン透明樹脂で封止を行った。さらに、樹脂封止されたベア
チップ周辺を囲むようにして反射枠として酸化チタン含有シリコーンゴム原材料組成物を
ディスペンサーにより、高さ０．５ｍｍで吐出したのち１５０℃×１時間で硬化させ厚物
成形を行いシリコーンゴム製可撓性反射枠付高反射ＣＯＢを得た。
【０１９５】
（製造例４）
　製造例１と同様にして回路を形成した後、φ１ｍｍに収まるランドパターン部を除いて
酸化チタン含有ジメチルシリコーンゴム原材料組成物をスクリーン印刷により塗布し、１
５０℃×１時間で硬化させ、φ１ｍｍの微細なランドパターンにダレることなく反射層を
形成することができた。
【０１９６】
（製造例５）
　製造例１と同様にして回路を形成した後、φ１ｍｍに収まるランドパターン部を除いて
酸化チタンジメチルシリコーンゴム原材料組成物をスクリーン印刷により塗布し、１５０
℃×１時間で硬化させ、φ１ｍｍの微細なランドパターンにダレることなく反射層を形成
することができた。更に、サンドペーパー＃１０００を用い表面を研磨し、酸化チタン粉
末を露出させた基板の反射率を測定したところ、３％の反射率向上が見られた。
【０１９７】
（製造例６）
　製造例１と同様にして回路を形成した後、φ１ｍｍに収まるランドパターン部を除いて
無機白色フィラー粉末としてアナターゼ酸化チタンを１００質量部、ＹＡＧ蛍光体を３質
量部含有させたジメチルシリコーンゴム原材料組成物をスクリーン印刷により塗布し、１
５０℃×１時間で硬化させ、φ１ｍｍの微細なランドパターンにダレることなく可撓性反
射層を形成することができた。サンドペーパー＃１０００を用い表面を研磨し、無機白色
フィラー粉末を露出させた基板の反射率を測定したところ９０％であった。４００～５０
０ｎｍの吸収が確認されその分反射率が低下したものの十分な反射率を維持できるととも
に、５５０ｎｍの励起光が確認された。
【０１９８】
（製造例７）
　支持体として、２５μｍのポリイミドフィルムにプラズマ処理を行い、プライマー処理
を行い可撓性反射層としてシリコーンゴム１００質量部に対してアルミナで表面処理を行
ったアナターゼ型酸化チタン２００質量部を配合し分散させ３０μｍの厚みで塗布し、そ
の支持体の反対の面にはシリコーン粘着剤を１０μｍで塗工し、熱伝導層として、５０μ
ｍのアルミ箔を積層し、更に粘着剤を１０μｍで塗工し離型シートを積層し、１５０℃×
１時間加熱し、可撓性反射層と粘着層を有したカバーレイフィルムを得た。このカバーレ
イフィルムを、回路を設けてあるＦＲ－４基板にランドパターンを逃がすように穴を開け
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、位置を合わせて、貼り合わせた。
【０１９９】
（製造例８）
　シリコーンゴムに代えてシリコーン樹脂を用いて、酸化チタンを含有したシリコーン樹
脂製の液状又は塑性の原材料組成物となし、これを２５μｍのポリイミドフィルムの可撓
性支持体上の導電回路に半田付けしたベアチップの周りに最外直径３ｍｍのケーシングと
して、高さ１ｍｍでドーナッツ状にポッティングして高反射枠を設け、チップ該当箇所を
透明シリコーン樹脂で封止し、可撓性反射基材を作製した。この可撓性反射基材を曲率半
径２０ｍｍに撓ませたが剥離異常は起きなかった。このポッティングした箇所の硬度は、
ＪＩＳ　Ｄ型硬度計により、ショアＤ硬度で７０であった。
【０２００】
　以上の製造例１～７に示すように、シリコーンゴム及び酸化チタンのようなシリコーン
ゴムよりも高屈折率の白色無機フィラー粉末を含有するシリコーンゴム製の液状又は塑性
の原材料組成物は、可撓性支持体のみならず、板状支持体とも組み合わせることができる
。
【０２０１】
　また、製造例８のように、可撓性支持体にシリコーンゴムに代えてシリコーン樹脂を用
いて、酸化チタンのようなシリコーン樹脂よりも高屈折率の白色無機フィラー粉末を含有
するシリコーン樹脂製の液状又は塑性の原材料組成物をベアチップのケーシングとして、
直径４ｍｍ以下といったように面積を取らない形でポッティングして用いても可撓性支持
体の撓みの曲率半径が例えば２０ｍｍ以上と大きい場合は、可撓性反射基材に用いること
ができる。
【産業上の利用可能性】
【０２０２】
　本発明の可撓性反射基材は、発光ダイオードのような発光素子、白熱電球、ハロゲンラ
ンプ、水銀灯、蛍光灯のような発光装置に装着するもので、発光した光を反射して所望の
方向へ出射させるために、それら発光光源に実装される配線基板やパッケージケースとし
て用いられる。また、この可撓性反射基材は、太陽電池素子のような光電変換素子に装着
するもので、入射する光を反射して、光電変換素子へ集光させるために、それら光電変換
素子に実装される配線基板やパッケージケースとして用いられる。
【０２０３】
　本発明の可撓性反射基材の製造方法は、それら発光装置の作製に有用である。
【０２０４】
　また、本発明の原材料組成物は、可撓性反射基材を塗布、噴霧、浸漬、成型等により簡
易に形成するのに有用である。
【０２０５】
　また、本発明の原材料組成物は、室温に対して安定して保管することができるので、缶
に入れ、レジストインクとして製品となる。また、適宜に粘度を調整して、可撓性支持体
に印刷、ポッティング、塗布、噴霧、浸漬、成形等簡易に反射層を形成するのに有用であ
る。
【符号の説明】
【０２０６】
　１０は可撓性反射基材、１１は可撓性膜状反射層、１１ａは反射層膜、１２は可撓性支
持体、１３・１３ａは粘着剤層、１４は剥離紙、１４ａは剥離紙シート、１７は剥離シー
ト、１５は白色無機フィラー粉末、１６は穴、２０は配線基板、２１は絶縁板、２２ａ・
２２ｂは配線パターン、２３は発光素子、２５は塗工ノズル、２６はヒーター、２７は穴
開けパンチ、２８は噴霧ノズル、２９はカッター、３０は可撓性反射基材、３１は可撓性
膜状反射層、３１ａは反射層膜、３２は可撓性支持体、３２ａは支持体シート、３３は粘
着剤層、３３ａは粘着剤層膜、３４は剥離紙、３４ａは剥離紙シート、４０はＬＥＤ発光
装置、４２ａ・４２ｂは配線パターン、４３は発光素子、４５は噴霧ノズル、４６は塗工
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